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４ 関係者の役割分担 



 

54 

 

１ 対応すべき課題と目指すべき未来 
 

（１）対応すべき課題 

 前述の現状課題の整理に関する基礎データ、県民アンケート調査からの視点を踏まえて、対
応すべき課題を整理しました。 

 人口減少や高齢化、コロナ禍の影響等に伴う公共交通の利用者減少や担い手不足が進む中で、
本県の公共交通は一部を除き、県全体の広域的な移動も、市町村内の身近な移動も維持が困
難な状況になり、自動車が無ければ暮らしや経済活動が成り立たなくなる可能性もあります。 

 

 

対応すべき課題 

１．地域特

性の整理 

① 人口減少・高齢化の進行への対応 

② 都市機能の集中と郊外部での交通手

段確保への対応 

③ コロナ禍後の観光・交流等の回復へ

の対応 

④ 山間部、半島部などで顕著に進む交

通需要の減少への対応 

２．公共交

通特性の整

理 

⑤ ライフスタイル・交通ニーズの変化

への対応 

⑥ 広域交通・市町村間交通・市町村内交

通の接続確保への対応 

⑦ 公共交通の担い手確保への対応 

⑧ 利用が低迷する地域間幹線系統への

対応 

３．移動実

態・ニーズ

の整理 

⑨ 自動車に依存する傾向が強い日常生

活の移動への対応  

⑩ 地域ごとの拠点への接続の確保 

⑪ 地域に応じたサービス水準の確保 

⑫ 公共交通の持つ多様な役割を踏まえ

た公的支援への期待 

⑬ 路線バスに対するサービス水準の不

満への対応 

■課題への対応が不十分な未来では‥ 

公
共
交
通
が
縮
小
し
、
自
動
車
が
無
け
れ
ば
暮
ら
し
や
経
済
活
動
が
成
り
立
た
な
く
な
る
可
能
性
も
… 

県全体では… 

名古屋駅に繋がる主要な鉄
道を除き地域間を結ぶ公共
交通が縮小する可能性があ
ります。 

その結果、リニア中央新幹線
が開業しても、その効果が県
内全体に広がらなくなる恐
れがあります。 

各市町村では‥ 

公共交通の利用者減少と担
い手不足が重なり、最低限の
移動サービスしか維持でき
なくなる可能性があります。 

その結果、今以上に、自動車
が無ければ、暮らしや経済活
動が成り立たなくなる恐れ
があります。 

 

県民や組織では‥ 

自動車が無ければ暮らしや
経済活動が成り立たなくな
ると、より便利な場所へ人口
や産業が流出する可能性が
あります。 

その結果、山間部等での過疎
化がさらに進む恐れがあり
ます。 

 

■対応すべき課題（前章より） 
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（２）目指すべき未来 

 自動車が無くても暮らしや経済活動が成り立つように、県全体として目指すべき未来のイメ
ージを設定しました。 

 県の玄関口となる名古屋駅、空港、港湾とのつながりも意識し、市町村間を結ぶ広域的な移
動を維持・充実しながら、市町村内の移動と適切に結びつけ、よりよい未来の交通環境を創
りだしていくことが求められます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

❶ リニア、空港、港湾を有する、日本中央回廊の中心地としての未来 

リニア中央新幹線の開業を見据え、県の玄関口となる名古屋駅、空港、港湾から各地域を繋ぐ広
域的な公共交通があることが求められます。 
そのため、地域間を結ぶ鉄道や路線バスを、将来にわたり維持・充実していくことが必要です。 

❷ 市町村間の移動に公共交通が利用できる未来 

今後さらに高齢化が進む中で、県民や事業者等が、自動車が無くても暮らし、活動できる交通環
境の充実が求められます。 
そのため、公共交通が利用できる環境を維持・充実していくことが必要です。 

❸ 厳しい環境の中でも、市町村内の移動が適切に維持できている未来 

公共交通の維持が困難な状況にある中で、各市町村の実情に合わせた計画的な事業展開が求めら
れます。 
市町村内の移動を支える公共交通が将来にわたり維持できるように、国庫補助制度等の積極的な
活用を図ることが必要です。 

❹ 市町村内の移動も、市町村外への移動もスムーズに繋がる交通環境のある未来 

公共交通の担い手不足が懸念される中で、少ない人員で効率的に移動を支えることができるよう
に、複数路線の乗り継ぎを想定した交通環境の整備が求められます。 
公共交通の効率的な運行や、乗り継ぎ拠点となる駅やバス停等の交通結節機能の強化が必要です。 

❺ 公共交通を支えるために、一人ひとりが意識して行動する未来 

県民や来訪者に利用されることが、公共交通の維持・充実のために大切です。 
そのため、一人ひとりが意識して自動車と公共交通を賢く使い分けて移動することが必要です。 

❻ 公共交通が利用しやすい環境づくりに、組織として積極的に取り組む未来 

通勤・通学においても、公共交通を利用しやすい環境づくりが求められます。 
そのため、組織として自動車の使い方を見直すことや、通勤・通学等の手段として公共交通を利
用しやすいように制度を改善するなど、積極的な取組が必要です。 

県
民
や
来
訪
者
が
、
県
内
を
移
動
す
る
と
き
に
積
極
的
に
公
共
交
通
を
選
べ
る
環
境
を
創
る
こ
と
が
必
要 

■県全体として目指すべき未来のイメージ 
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２ 目指す公共交通像と基本方針 

 県民の暮らしや、観光や産業などの県の経済活動を支える公共交通ネットワークを、将来に
わたり維持するとともに、円滑で快適な移動ができるよう充実を図っていくことが必要です。 

 鉄道や路線バス、旅客船は、広域交通、市町村間交通として、通勤、通学をはじめとする拠
点間の移動を支えており、県民の暮らしや、観光や産業などの経済活動の基盤となっていま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
Ａ市 Ｂ町 

愛
知
県 

 広域交通 

市町村間交通 

Ｃ村 

市町村間交通 

安心・便利な暮らしと、活発な経済活動を 
目指す 

公共交通像 

① リニアインパクトを県内全域に拡げ、国内外ともつな

がる広域交通を維持・充実していきます。 

② 県民の暮らしや、観光や産業などの経済活動を支え

る市町村間交通を維持・充実していきます。 

対応する 

ネットワークと 

それを支える 

主な交通 

鉄道 

バス 

船舶 

広域交通を、市町村間交通、市町村内交通へと 

円滑、快適につなげ県民の暮らし、県の産業・観光 

支える交通環境を形成し、維持する。 

広域的な 

移動を支える 

幹線軸の維持 

・充実 

方針 

１ 

Ａ市 Ｂ町 

愛
知
県 

 

Ｃ村 

対応する 

ネットワークと 

それを支える 

主な交通 

公共交通 

ネットワークを 

支える仕組み 

づくり 

方針 

２ 

 

広域交通・市町村間交通 

市町村内交通 

バス シェアリング 

サービス 

コミュニティバス 乗合タクシー 

鉄道 

福祉有償 タクシー 

【各市町村で活用できる交通を総動員し、適切に組み合わせて市町村内交通を形成】 

③ 暮らしに必要な市町村内交通を地域の特性に合わ

せて形成するための支援をしていきます。 

④ 広域交通・市町村間交通と、市町村内交通がつなが

るよう、交通拠点での乗り継ぎ環境を充実します。 

【交通事業者と連携し、県全体をつなぐ幹線を形成】 
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 将来の公共交通ネットワークの確保に向けて、広域的な幹線軸とともに市町村内交通も維持
し、新技術も活用しながら個人や組織・団体の積極的な利用を促していくことを、基本方針
と位置付けます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

支える公共交通の維持・充実 

公共交通を 

みんなで使い、 

支え、育てる 

意識の醸成 

方針 

３ 

 

買物 子育て 通学 観光 

想定する移動の目的 

‥など 

通勤・業務 通院・通所 

⑤ 県民や来訪者など、一人ひとりの積極的な公共交通の利用を促し

ていきます。 

⑥ 事業者や学校など、組織や団体としての積極的な公共交通の利用

を促していきます。 

 

公共交通を支える【みんな】の構成と役割 

市町村 

県民に身近な基礎自治体

として、市町村内の移動

手段の維持・利用促進

に、主体的に取り組みま

す。 

県 

広域行政を担う自治体と

して、広域的・基幹的な

交通の維持・充実に向け

て、必要に応じ施策を講

じるなど、主体的に取り

組みます。 

国 

法に基づく「交通政策基

本計画」に掲げられた施

策を推進する中で、関係

者の連携した取組を促進

し、本計画の推進に協力

します。 

交通事業者 

期待される様々な役割を踏まえ、安全

運行の確保に努めるとともに、地域の

ニーズに応じた交通サービスの提供や

利便性の向上に努めます。 

県民・事業者 

自家用車と公共交通、自転車、徒歩など

をかしこく使い分けるエコ モビリティ 

ライフに取り組み、公共交通の利用に努

めます。 

連携 連携 

連携 

サービス提供・積極的利用 

参加 

協力 

支援 

協力 

行 

政 

民
間
・
県
民
等 
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３ 目指すべき公共交通ネットワーク 

 【尾張地域】では、鉄道沿線に人口、産業が集積し、名古
屋市とのつながりが充実しており、郊外地域間を鉄道や路
線バスがつなぐことで、市町村間交通が形成されています。
名古屋市を中心とした放射＋環状のネットワークを維持・
充実していきます。 

 【西三河地域】では、岡崎市、刈谷市、豊田市、安城市、
知立市等の地域の拠点と名古屋市を結ぶ交通が充実して
いる一方で、西三河北部・東部の山間部の移動が十分でな
い状況にあります。名古屋市への鉄道による接続を維持・
充実しつつ、山間部から豊田市中心部、岡崎市中心部、臨
海部（碧南市・西尾市）に繋がる南北の市町村間交通の軸
を維持・充実します。 

 【東三河地域】では、名古屋市・静岡県に繋がる軸と、南
北の鉄道軸（ＪＲ飯田線、豊鉄渥美線）が交差する豊橋市
を中心とした公共交通ネットワークとなっています。将来
にわたりこの豊橋市を中心とした公共交通ネットワーク
を維持します。とくに設楽町、東栄町、豊根村の山間部の
町村から新城市、豊橋市、田原市に繋がる南北の市町村間
交通の軸を維持・充実します。 

 リニア中央新幹線が地域の産業、商業、観光等に与えるイ
ンパクトを、県内各地や中部圏全体へ波及していくため、
県として広域交通、市町村間交通を維持・充実していくこ
とを目指していきます。 

■ 公共交通のネットワーク構成 
 想定される移動 維持・充実の考え方 

広
域
交
通 

❶国内外各地との往来（空港、新
幹線へ／からの交通） 

❷岐阜県との往来（尾張地域） 
❸三重県との往来（尾張地域・東

三河地域） 
❹静岡県との往来（東三河地域） 
❺長野県との往来（東三河地域） 

・広域交通を担う鉄道事業に対
して、官民連携により維持・
充実 

・リニア中央新幹線の開業に伴
う交流人口の増加を見据え
たサービス向上を推進 

・中部国際空港、県営名古屋空
港を活用した国内外との接
続性の確保 

市
町
村
間
交
通 

❶尾張地域郊外部の環状移動 
❷西三河地域西部の環状移動 
❸知多半島・渥美半島の移動 
❹西三河地域、東三河地域の山間

部の移動 
❺尾張地域、西三河地域の広域交

通の無い地域の移動 

・将来にわたる鉄道、路線バス
等を中心とした県内主要拠
点間の交通の維持・充実 

 

市
町
村
内
交
通 

①各市町村内の移動 
（買物、通院など日常移動） 

・各市町村による計画的な市町
村内移動を支える交通の維
持・充実 
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４ 関係者の役割分担 

 県の公共交通ネットワークを「広域交通」「市町村間交通」「市町村内交通」に区分し、計画
的な公共交通の形成に向けて、各関係主体の役割分担を整理すると、下表の通りです。 

 各主体の役割分担を明確化した上で、県の取り組むべき具体的な施策を検討していきます。 
 

関係 
主体 

地域交通法に示された各主体の役割 

国 

【地域交通法第 4 条第 1 項】 

国は、地方公共団体、公共交通事業者等その他の関係者が行う地域旅客運送サービスの持続可

能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進するため、必要な情報の収集、

整理、分析及び提供、助言その他の援助、研究開発の推進、人材の養成及び資質の向上並びに

関係者相互間の連携と協働の促進に努めなければならない。 

 

愛
知
県 

【地域交通法第 4 条第 2 項】 

都道府県は、市町村、公共交通事業者等その他の関係者が行う地域旅客運送サービスの持続可

能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進するため、各市町村の区域を超

えた広域的な見地から、必要な助言その他の援助を行うとともに、市町村と密接な連携を図り

つつ主体的に地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及

び再生に取り組むよう努めなければならない。 

 

市
町
村 

【地域交通法第 4 条第 3 項】 

市町村は、公共交通事業者等その他の関係者と協力し、相互に密接な連携を図りつつ主体的に

地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生に取り

組むよう努めなければならない。 

 

交
通
事
業
者 

【地域交通法第 4 条第 4 項】 

公共交通事業者等は、自らが提供する旅客の運送に関するサービスの質の向上並びに地域公共

交通の利用を容易にするための情報の提供及びその充実に努めなければならない。 
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 ネットワーク構成での役割分担 

広域交通 市町村間交通 市町村内交通 

 ・維持、充実のため必要に応じて
県と連携し財政的支援等を実施
する。 

・必要に応じて県と連携した財政
的支援を実施する。 

 

・市町村に対する情報発信や助言
を行う。 

・市町村の協議会等に参加し合意
形成を支援する。 

・必要に応じて財政的支援を実施
する。 

・県民の積極的な利用を促進する。  ・サービスの維持、充実を図るため、指導、助言を行う。 

 ・交通事業者等と連携しサービス
の維持、充実を図る。 

 

・交通事業者等と連携しサービス
の維持、充実を図る。 

・複数市町村を跨ぐ移動につい
て、市町村間の調整を図る。 

・必要に応じて国と連携した財政
的支援を実施する。 

・市町村に対する情報発信や助言
を行う。 

・市町村の協議会等に参加し合意
形成を支援する。 

・市町村内の計画的な交通施策の
展開に対する技術的支援（調査
等）を行う。 

・県民の積極的な利用を促進する。 

 ・自市町村を越える移動ニーズに対して、県と連携し、関係市町村と
の調整を図る。 

・県民の市町村内移動について、
主体的に調査し計画的に推進す
る。 

・交通事業者等と連携し、サービ
スの維持、充実を図る。 

 

・県民の積極的な利用を促進する。 

 ・県や国と連携し、広域的な移動需要に対応する。 ・市町村と連携し、市町村内での
移動需要に対応する。 

 

・県民の積極的な利用を促進する。  ・サービスを継続するとともに、利便性や安全性の向上を図る。 

・必要に応じて適宜情報提供を行う。 
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Ⅳ 実現に向けた県の施策 
 
 
 

方針１ 広域的な移動を支える幹線軸の
維持・充実 

方針２ 公共交通ネットワークを支える
仕組みづくり 

方針３ 公共交通をみんなで使い、支え、
育てる意識の醸成 
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１ 基本方針に対する県の取組の考え方 

 県や市町村が、国、事業者、県民等と連携して「目指す公共交通像」の実現に向け、３つの
基本方針に基づいて県の取組の考え方を設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

方針 

１ 広域的な移動を支える幹線軸
の維持・充実 

 

方針 

2 公共交通ネットワークを支え

る仕組みづくり 

方針 

3 公共交通をみんなで使い、 

支え、育てる意識の醸成 

本県と県外との往来や県内市町村間の移動
を支え、広域的な骨格を担う幹線軸につい
て、国、市町村、交通事業者と連携して、公
共交通ネットワークの維持・充実を図りま
す。 

県民の日々の暮らしを支える身近な移動手
段である市町村内交通について、地域の実情
に応じ運行を維持していくことを基本に、市
町村における計画策定や拠点整備等を支援
することなどにより、公共交通ネットワーク
の維持・充実を図ります。 

県民をはじめとする地域の関係者による積
極的な利用や、計画づくりへの参画など、よ
り積極的に関わることが出来る環境作りを
進めます。 

1-1 国内外とも繋がる広域交通の維持・充実 

リニア中央新幹線開業の効果を県内各地へ波及させ
るため、名古屋駅のスーパーターミナル化や名古屋駅
からの鉄道ネットワークの充実強化等の取組を推進
します。 

1-2 県民の暮らし、経済活動を支える 
  市町村間交通の維持・充実 

名古屋駅、豊田市駅・新豊田駅、豊橋駅など、尾張・
西三河・東三河地域の中心拠点となる駅を始め、各市
町村の拠点間の移動を支え、国、市町村、交通事業者
と連携して、維持・充実を図ります。 

2-1 日々の暮らしに便利な市町村内交通の支援 

各市町村が地域の実情に応じて行う計画づくりや、国
の補助制度の活用に向けた助言、新たな交通サービス
に関する情報提供などを行い、維持・充実を図ります。

2-2 官民連携、他分野連携を実現するための 
  制度・仕組みの構築 

市町村内交通の充実・活性化に向け、交通分野以外と
の連携の促進、利便性向上に向けた調整支援や必要な
情報の収集・提供を行います。 

3-1 県民、来訪者等の個人単位の積極利用を 
  促す取組の実施 

公共交通ネットワークの維持・充実が、利用者に身近
なこととして積極的に関わることの出来る環境づく
りを進めます。 

3-2 事業者、学校等の組織単位の積極利用を 
  促す取組の推進 

通勤・通学、業務等における公共交通の利用を一層進
めるため、情報発信や啓発活動を進めます。 
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1-1-1 リニア開業を見据えた広域交通の維持・充実 

1-1-2 空港・港湾と県内各地をつなぐ広域交通ネットワークの維持・充実 

1-2-1 鉄道の維持・充実 

1-2-2 路線バスの維持・充実 

1-2-3 広域交通・市町村間交通と市町村内交通をつなぐ交通拠点の維持・充実 

2-2-1 DX・GX 等の新技術の積極的導入の支援 

2-2-2 公共交通を支える人材の確保・育成に向けた支援 

2-2-3 乗り継ぎ利便性の向上に向けた運賃、ダイヤ等に係る調整支援 

2-2-4 福祉・健康・観光・防災など他分野と連携した支援 

2-1-1 市町村内交通の整備への支援 

2-1-2 地域のニーズに応じた新たな交通サービスの支援 

3-2-1 事業者、学校と連携した公共交通利用の促進 

3-2-2 行政による率先した公共交通利用の推進 

3-1-1 マイレール・マイバス意識の醸成 

3-1-2 観光客・来訪者への公共交通利用意識の醸成 
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方針１ 広域的な移動を支える幹線軸の維持・充実 

施策 1-1 国内外とも繋がる広域交通の維持・充実 
 

取組 1-1-1 リニア開業を見据えた広域交通の維持・充実 

【県の取組】 

 リニア中央新幹線と圏域内の公共交通ネットワークとの結節点となる名古屋駅のスーパー
ターミナル化に取り組みます。名鉄三河線の複線化を事業者に働きかける等、名古屋駅から
の 40 分交通圏の拡大を図るなど、総合的な公共交通ネットワークの充実に向けた取組を進
めます。 

 リニア中央新幹線の整備促進とともに、リニア中央新幹線整備後の東海道新幹線の停車駅の
利活用に関する取組を進めます。 

 都市内交通の円滑化と鉄道により分断された市街地の一体化による都市の活性化を図るた
め、連続立体交差事業の推進を図ります。 

 鉄道駅の段差解消や視覚障害者誘導用ブロック、バリアフリートイレの設置、ホームドア・
可動式ホーム柵の設置など、施設・設備のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の取組
を促します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

方針 

１ 
広域的な移動を支える幹線軸の維持・充実 

コラム 名古屋駅のスーパーターミナル化 

リニア中央新幹線の開業のイ
ンパクトを最大限生かし、広
域的に波及させるためには、
名古屋駅の乗換利便性やアク
セス利便性の向上を図り、公
共交通ネットワークの充実・
強化に取り組んでいく必要が
あります。 

複雑で入り組んだ構造となっ
ている名古屋駅について、交
通機関相互の乗換利便性に優
れた駅とするため、誰にでも
わかりやすく利用しやすい乗
換空間「ターミナルスクエア」
の形成など、乗換利便性向上
を図る取組を進めています。 

出典：名古屋市「名古屋駅駅前広場の再整備プラン（中間とりまとめ）」
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取組 1-1-2 空港・港湾と県内各地をつなぐ広域交通ネットワークの維持・充実 

【県の取組】 

 人流・物流の両面から全国、全世界へと繋がる中部国際空港へのアクセスの維持・充実を図
ります。 

 全国各地へ繋がる県営名古屋空港へのアクセスの維持・充実を図ります。 

 将来的なクルーズ需要の増加を見据え、賑わいのある港湾空間の形成や大型船舶の受け入れ
可能な岸壁・ターミナルの整備を図ります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 連続立体交差事業 

県では連続立体交差事業を推進しており、2023 年度現在、9 市 11 箇所の連続立体交差化を実施していま
す。現在、知立市、半田市の２市 2 箇所が事業中であり、2028 年度までに完了する予定です。 

知立駅・三河知立駅 半田駅 

コラム 日本中央回廊の形成と中部国際空港 

リニア中央新幹線の開業とともに、名古屋駅から首都圏、近畿圏のほぼ全域が１時間圏、２時間圏に含ま
れるようになります。 

中部国際空港は、日本中央回廊の中央に位置する空港として、これまで以上に国際的な出入国の玄関口と
しての役割が高まると考えられます。 

■リニア中央新幹線開業後における名古屋駅からの 1 時間・2 時間域 

出典：国土交通省「スーパー・メガリージョン
構想検討会最終とりまとめ参考資料」
（2019 年５月） 

※中部国際空港の位置を一部追加している 

中部国際空港 
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方針１ 広域的な移動を支える幹線軸の維持・充実 

施策 1-2 県民の暮らし、経済活動を支える市町村間交通の維持・充実 
 

取組 1-2-1 鉄道の維持・充実 

【県の取組】 

 県内の公共交通の骨格を形成する鉄道の各路線について、沿線市町村や観光事業者などと連
携し、利用促進に資する取組を進めます。 

 県が出資する第三セクター方式による愛知環状鉄道、愛知高速交通等について、会社運営に
ついての助言を行うなど、地域の移動を支える手段として継続的な運行に取り組みます。 

 リニモ沿線地域づくり重点プランに掲げた取組を沿線市等とともに推進します。 

 駅や高架橋等の施設・設備について、耐震対策、豪雨対策、長寿命化、安全対策など、一層
の取組を促すとともに、経営の厳しい地域鉄道事業者が実施する、安全安定輸送に必要な修
繕・設備投資を支援します。 

 ＪＲ刈谷駅におけるホーム拡幅やコンコース拡大等の駅総合改善事業を支援します。 

 鉄道駅の段差解消や視覚障害者誘導用ブロック、バリアフリートイレの設置、ホームドア・
可動式ホーム柵の設置など、施設・設備のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の取組
を促します。 

 

 

取組 1-2-2 路線バスの維持・充実 

【県の取組】 

 市町村間交通を支える路線バスのうち、国庫補助により維持が必要な系統については市町村
計画と連携して「地域間幹線系統」として位置付け、運行経費の補助を継続的に実施し、維
持に努めます。 

 地域間幹線系統については、国庫補助に加え、県による補助を継続します。 

 コロナ禍の影響などを受けて、利用の低迷が続く路線バスについて、沿線市町村及び交通事
業者と連携した利用促進を図ります。 

 地域公共交通利便増進事業など、運行継続に資する国の制度の活用に向け、補助事業要件と
なる計画等の策定の支援を行います。 

 国のフィーダー系統に関する補助については、地域間幹線系統とのつながりが重要となるた
め、フィーダー系統を有する市町村の計画への位置付けや助言を行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 国の地域間幹線系統・フィーダー系統の考え方 

国では、複数市町村にまたがる系統を【地域間幹線系統】とし、これ
に接続する各市町村内の系統を【フィーダー系統】として、それぞ
れに対する補助制度を設けています。 

補助制度の活用には、地方公共団体の策定する地域公共交通計画に
これらの系統を位置付けることが必要とされています。 

【地域間幹線系統への補助】は市町村又は都道府県の広域的な地域
公共交通計画で、【フィーダー系統への補助】は市町村単位での地域
公共交通計画で位置付けることが想定されており、法に基づき計画
策定段階において、県、市町村の参加する法定協議会での協議が求
められています。 
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取組 1-2-3 広域交通・市町村間交通と市町村内交通をつなぐ交通拠点の維持・充実 

【県の取組】 

 公共交通ネットワークの再構築に必要な鉄道施設、バス施設の整備を行うため、社会資本整
備総合交付金などの活用に向けた各市町村や交通事業者の取組を支援します。 

 広域交通・市町村間交通と、市町村内交通をつなぐ交通拠点での円滑な乗り継ぎを推進する
ため、地域公共交通会議等の場を活用し、交通事業者や市町村と連携して、利用しやすいダ
イヤや運賃の調整を図り、利便性の向上を図ります。 

 広域交通・市町村間交通から各市町村の交通拠点までの連続的な乗り継ぎ環境等の確保を図
るため、各市町村の計画への反映を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 広域公共交通網の路線構想（イメージ図） 

2018 年 2 月の「尾三地区広域公共交通推進基
礎調査事業」において、豊明市、日進市、みよ
し市、長久手市、東郷町の 5 市町を結ぶ「ハブ
拠点」が設定されました。 

交通結節点の整備、鉄道・路線バス・コミュニ
ティバス等の接続調整、相互乗り入れ等の今
後の方向性が示されています。 

 

ハブ拠点 候補となる交通結節点 

「北」 

 のハブ拠点 

長久手古戦場駅 

愛知医科大学病院  等 

「中央」 

 のハブ拠点 

東郷セントラル地区 

日進駅       等 

「南」 

 のハブ拠点 

前後駅 

藤田保健衛生大学病院 

          等 

 

 

 

北のハブ拠点 

中央のハブ拠点 

南のハブ拠点 
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方針２ 公共交通ネットワークを支える仕組みづくり 

施策 2-1 日々の暮らしに便利な市町村内交通の支援 
 

取組 2-1-1 市町村内交通の整備への支援 

【県の取組】 

 各市町村の地域特性や交通環境等を踏まえた市町村内交通の計画的な整備、運営、充実等を
図るため、市町村内交通の利用実態の把握に努めます。 

 県、市町村、国、交通事業者との情報共有や、行政担当者の交通関連事業に関するスキルア
ップのための場づくりに取り組みます。 

 市町村の地域公共交通会議などの場を活用し、課題の解決に向けた助言を行うとともに、国
の補助事業を積極的に活用するため、地域間幹線系統・地域内フィーダー系統を各市町村計
画へ位置付ける支援をします。 

 市町村が地域の実情に応じた交通環境の整備を図るため、公共交通に関わる関係者で構成す
る地域公共交通会議の設置状況の情報提供を行い、未設置の団体に設置を促します。 

 立地適正化計画等まちづくりのための計画と連携した地域にとって望ましい公共交通の姿
を明らかにするため、市町村における地域公共交通計画の策定に向けた検討を促します。 

 

取組 2-1-2 地域のニーズに応じた新たな交通サービスの支援 

【県の取組】 

 鉄道や路線バス等の定時・定路線型の公共交通から目的地までの、いわゆるラストワンマイ
ル、ファーストワンマイルの移動手段の確保を支援するため、タクシー、乗合タクシー、シ
ェアサイクル・マイクロモビリティ等の新モビリティ、自家用有償旅客運送などの活用方法
について検討を行います。 

 タクシーや自家用有償旅客運送等については、国での議論を踏まえ、必要に応じて市町村の
取組に反映されるよう、情報提供や計画策定の支援を行います。 

 既存の公共交通のほか、送迎サービスやシャトルバス等の地域の輸送資源を総動員するため
の取組を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 
 

方針 

2 
公共交通ネットワークを支える仕組みづくり 

コラム タクシー事業者における一般ドライバーの活用 

自家用車を使って有償で旅客を運ぶことは、いわゆる
「白タク」行為として禁止されています。その例外とし
て、従来から交通空白地等において市町村や NPO 等が
行う自家用有償旅客運送があります。 

これに加え地域交通の担い手不足や、移動の足の不足といった
社会問題に対応するため、国においてはタクシー事業者の管理
の下で自家用車や一般ドライバーを活用する新たな仕組み「自
家用車活用事業」を 2024 年 4 月から開始しました。 

また、タクシー事業者以外の者が行うライドシェアについては、
引き続き議論されています。 

国土交通省：対象地域、時期、時間帯、車両数を指定 

タクシー事業者：許可申請 

タクシー事業者：実施 

国土交通省：許可 

〈自家用車活用事業の流れ〉 
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方針２ 公共交通ネットワークを支える仕組みづくり 

施策 2-2 官民連携、他分野連携を実現するための制度・仕組みの構築 
 

取組 2-2-1 DX・GX 等の新技術の積極的導入の支援 

【県の取組】 

 各市町村が自動運転やデマンド交通、MaaS 等の新しい情報通信技術を活用した取組に積極
的に参加できるよう、交通 DX の先進的な実証実験の事例の情報収集・提供を行います。 

 コミュニティ交通等の整備、運営に必要な利用実態データを取得するため、IoT を活用した
新しい調査手法の確立に向け各市町村と連携して検討を進めます。 

 「2050 年までのカーボンニュートラル」の実現に向けて、エコモビの取組を推進し、自動
車から公共交通へのシフトや、エネルギー効率の良い交通インフラの整備等の取組を推進し
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 豊かさと環境保全が両立した交通インフライメージ 

国の「第５期国土交通省技術基本計画」では、多様化するライフスタイルに応じて様々な低炭素・脱炭素
化されたモビリティが提供され、豊かさと環境保全が両立したくらしが実現する社会の実現に向けて、下
図のイメージが示されています。 
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取組 2-2-2 公共交通を支える人材の確保・育成に向けた支援 

【県の取組】 

 公共交通を支える運転手や整備士などが不足している運輸業界を含む中小企業の人材確保
を支援します。 

 小中学校、高等学校等でのキャリア教育の場面を活用し、地域や産業界等との連携を図り、
地域の公共交通事業での活躍を目指す児童、生徒に対して、進路指導などで支援します。 

 運転手不足等の課題解決のために自動運転の実証実験や実装を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 事業者による運転手確保に関する取組事例 

国土交通省 中部運輸局では、バス・タクシーの運転手の確保に関する事業者の取組事例を紹介していま
す。中部圏では、人材育成、求人説明会、学校との連携などを通じた人材確保、育成の取組が見られます。
県別 取　 組　 事　 例 事業者（団体）名 事業区分 掲載年月日

岐阜 人材育成のための新人ドライバー教育 （株）日本タクシー タクシー 2021年3月

静岡 女性と若手運転者の雇用拡大のためのＤＶＤ作成 商業組合静岡県タクシー協会 タクシー 2021年3月

愛知 ハローワークと連携した求人説明会等の開催 名古屋タクシー協会 タクシー 2021年3月

愛知 在籍型出向を活用した乗務員の確保 鯱第一交通(株) タクシー 2021年3月

愛知 バス運転士確保のための支援・取組 豊鉄バス(株) バス 2021年3月

愛知 養成運転士制度の導入 名鉄バス(株) バス 2021年3月

愛知 バス運転士合同就職説明会「どらなびＥＸＰＯ」の開催 中部バス協会 バス 2020年11月

静岡 「女性運転士採用」「新卒採用」「他社運転士の期間限定受け入れ」 しずてつジャストライン(株) バス 2020年8月

愛知 女性ドライバーミーティングで女性活躍を支援 名鉄バス(株) バス 2020年3月

愛知 名鉄バス(株)

静岡 しずてつジャストライン(株)

愛知 大卒新卒向けインターンシップの開催 名鉄バス(株) バス 2020年3月

岐阜 バス運転士に挑戦しやすい環境づくり 岐阜乗合自動車(株) バス 2020年3月

三重 女性限定営業所見学会の開催 三重交通(株) バス 2020年3月

愛知 ハローワークと連携した会社説明会と事業所見学ツアー 鯱第一交通(株) タクシー 2020年3月

（有）第四フジタクシー

（有）第五フジタクシー

愛知 保育所を活用したママさんドライバーの活躍支援 あんしんネットなごや タクシー 2018年10月

静岡 将来の幹部候補生として「高校新卒者」を採用 遠州鉄道（株） バス 2018年8月

名鉄バス（株）

名鉄観光バス（株）

豊橋鉄道（株）

豊鉄バス（株）

豊鉄観光バス（株）

岐阜乗合自動車（株）

三重交通㈱

2020年3月

愛知 「女性限定バス運転体験会」の開催 バス 2018年6月

2020年3月

乗車定員を拡大した車両の導入によるドライバー不足への対応 バス

愛知 タクシー乗務未経験者の採用と定着率向上に向けた取組 タクシー

コラム 自治体による運転士確保に関する取組事例（豊橋市路線バス等運転士確保支援事業） 

豊橋市では 2019 年より、市内の公共交通の運転士不足を解消するた
め、キャリアデザイン研修やビジネスマナー講習などを通して、路線
バス・タクシーの運転士になるための就職支援が行われています。 

事業は下記の内容を中心に実施されており、当該事業により運転手確
保に繋がっています。 

 

（１）豊橋市による事業説明会 

（２）キャリアデザイン研修・ビジネスマナー講習 

（３）市内交通事業者による会社説明会 

（４）合同面接会による事業者とのマッチング支援 

出典：国土交通省中部運輸局 人材確保・育成対策推進本部 WEB ぺージ
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取組 2-2-3 乗り継ぎ利便性の向上に向けた運賃、ダイヤ等に係る調整支援 

【県の取組】 

 市町村内交通と広域交通・市町村間交通の乗り継ぎ利便性の向上に向けて、地域公共交通会
議等の場を活用し、乗り継ぎ運賃やダイヤ等の調整に関して、関係する市町村や交通事業者
との調整を支援します。 

 隣接市町村の鉄道駅への接続など、市町村を跨ぐ移動課題の解決に向け、市町村及び交通事
業者など、関係者間の調整を支援します。 

 
 

取組 2-2-4 福祉・健康・観光・防災など他分野と連携した支援 

【県の取組】 

 あいちビジョン 2030 の目指す「危機に強い愛知」「すべての人が生涯輝き、活躍できる愛 
知」「イノベーションを創出する愛知」を踏まえ、他分野の計画との整合を図りながら、他
分野×交通の観点からの取組を推進します。 

 外出機会の創出や、交通事故の減少など、公共交通の利用促進による高齢者の健康、安全の
確保の取組を支援します。 

 県の観光イベント等での公共交通利用の促進や、交通機関や旅行会社等と連携した商品造
成、MaaS の導入促進を行います。 

 大規模な地震や風水害などの災害時において、公共交通が出来る限り運行を継続し、早期に
復旧できるよう、各事業者の事業継続計画（BCP）の策定及び適正な運用を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム MaaS（マース）とは 

MaaS とは、県民や旅行者一人ひと
りのトリップ単位での移動ニーズ
に対応して、複数の公共交通やそれ
以外の移動サービスを最適に組み
合わせて検索・予約・決済等を一括
で 行うサービスです。 

観光や医療等の目的地における交
通以外のサービス等との連携によ
り、移動の利便性向上や地域の課題
解決にも資する重要な手段となる
ものです。 

出典：先進モビリティサービス（MaaS・ AI オンデマンド交通） 

   の導入に係る事例集（2022 年 3 月、国土交通省） 
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方針３ 公共交通をみんなで使い、支え、育てる意識の醸成 

施策 3-1 県民、来訪者等の個人単位の積極利用を促す取組の実施 
 

取組 3-1-1 マイレール・マイバス意識の醸成 

【県の取組】 

 公共交通の持つ環境、福祉、健康、費用などの多様な役割を踏まえ、自動車から公共交通へ
の転換を促進する情報発信や、啓発を行います。 

 各市町村が取り組む利用促進イベント等への県民の積極的な参加を図るため、情報発信の支
援を行います。 

 沿線の魅力を発信し、公共交通の利用を促す取組について、開催支援や情報発信を継続して
実施します。 

 
 
 
 

方針 

3 

コラム 交通と連携したウォーキング事業 

県が事務局を務める愛知環状
鉄道連絡協議会、東部丘陵線連
絡協議会では、愛知環状鉄道や
リニモ沿線の名所や文化・観光
施設等を巡り、沿線の魅力に触
れながら、観光、レジャー等で
の公共交通の利用を促すため、
ウォーキング事業を、事業者、
地元自治体等と連携して実施
しています。 

 

■官民連携によるウォーキング事業（左：愛知環状鉄道、右：リニモ） 
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取組 3-1-2 観光客・来訪者への公共交通利用意識の醸成 

【県の取組】 

 ジブリパーク開園や、2026 年度のアジア競技大会及びアジアパラ競技大会、2027 年度以降
のリニア中央新幹線の開業など、県内のビッグ・プロジェクトが進む中で、国内外からの観
光客やイベント等の来訪者が移動手段として適切な公共交通を選択できるよう、情報提供に
努めます。 

 観光資源や集客施設、交流施設等と連携し、イベント開催において公共交通利用によるイン
センティブ（使用料金の割引等）を提供するなどの取組を支援します。 

 観光客や来訪者、外国人県民等が国籍、言語などを問わず、不自由なく移動できるよう、多
言語による電話案内サービス等を提供します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 県内のビッグ・プロジェクトとの連動 

あいち交通ビジョンでは、2022 年度のジブリパークの開園以降のビッグ・プロジェクトに合わせた交通環
境の充実を図り、市街地、地方部の実情に合わせて多様な取組を検討、実践しながら、モビリティ先進県の
実現を見据えています。 

■将来イメージ（市街地） 

例えば･･･ 

・公共交通、超小型モビリティやシェアサイクル等、多様

なモビリティによるシームレスな移動 

・回遊性を高めるＢＲＴ等の導入 

・自動運転技術の活用 

・中心部の車の流入規制、パーク＆ライド、公共交通優先
レーンの設置、自転車通行空間の確保など 

・賑わいと交流の場となる都市交通ターミナルの形成 

・ＭａａＳの活用による利便性の向上  

■将来イメージ（地方部） 

例えば･･ 

・輸送資源の総動員による移動手段の確保・充実 

・ラストワンマイルや観光地等における超小型モビリテ
ィやグリーンスローモビリティ等の導入 

・多様なモビリティによるシームレスな移動 

・自動運転技術の活用 

・商業施設や道の駅等を拠点とした公共交通ネットワー

クの形成 

・ＭａａＳの活用による利便性の向上  
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方針３ 公共交通をみんなで使い、支え、育てる意識の醸成 

施策 3-2 事業者、学校等の組織単位の積極利用を促す取組の推進 
 

取組 3-2-1 事業者、学校と連携した公共交通利用の促進 

【県の取組】 

 通勤・通学時の積極的な公共交通利用を促進するため、官民連携による取組を推進します。 

 新入学の時期等に合わせて、地域の高校に出向いて定期券の販売を行うなどの取組につい
て、沿線学校等への情報提供に努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取組 3-2-2 行政による率先した公共交通利用の推進 

【県の取組】 

 県や各市町村などの職員及び関係団体等について、通勤、業務等での移動時における、率先
した公共交通利用の推進を図ります。 

 イベントや施設などの来場者に対し、公共交通による来場を促します。 

 県民や県内事業者等の公共交通利用の促進に繋げるために、県、各市町村の取組による効果
や課題を、積極的に発信します。 

  

コラム エコ モビリティ ライフ 

「エコ モビリティ ライフ」（略して「エコモビ」）とは、環境の「エコ」、移動の
「モビリティ」、生活の「ライフ」をつなげたことばで、クルマと公共交通、自転
車、徒歩などをかしこく使い分けるライフスタイルをいいます。  

本県では、「あいち エコ モビリティ ライフ推進協議会」（会長：愛知県知事）を
中心に、行政・事業者・各種団体・ＮＰＯ等との連携・協働のもと、環境にやさし
い交通行動「エコ モビリティ ライフ」を県民運動として推進しています。 

一人ひとりが、「エコモビ」を実践することにより、地球環境にやさしいだけでな
く、安全で健康的な県民生活や、機能的で活力あるまちづくりの実現につながりま
す。 

 ■エコ モビリティ ライフの日の制定 

「エコ モビリ

ティ ライフ」を
意識し、実践を

促すきっかけづ
くりとするため
に、平成 21 年 10

月から、毎月第 1
水曜日を「あい
ちエコ モビリ

ティ ライフの
日」と定めてい
ます。 

■身近なエコモビリティの行動 

●エコ通勤・エコ通学 

●パーク＆ライド 

●サイクル&ライド 

●その他のエコモビリティ 
 ・環境にやさしい電気自動車、 

  プラグインハイブリッド車の 
  開発 
 ・カーシェアリング  …など 

近い距離は自転車や徒歩で移動する、遠くへの移動はで
きるだけ鉄道やバスなどの公共交通機関を使う、クルマ
で移動するときは相乗りやエコドライブを行うなど、実
践できることから行動していくことを推奨しています。 

パーク&ライドやサイクル&ライドなどの手法も「エコ 
モビリティ ライフ」の実践行動となります。 
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２ 取組の推進に向けた連携先 

 目指す公共交通像の実現に向けて、実施する取り組みの連携先を示します。 
 

方針 施策 取組 県 
県の取組の主な連携先 

市町村 国 事業者 県民等 

方針❶ 

広域的な移動

を支える幹線

軸の維持・充

実 

施策 1-1 

国内外とも繋が

る広域交通の維

持・充実 

1-1-1 リニア開業を見据えた広域交通の維

持・充実 
〇  〇 〇  

1-1-2 空港・港湾と県内各地をつなぐ広域交

通ネットワークの維持・充実 
〇  〇 〇  

施策 1-2 

県内の暮らし、

経済活動を支え

る市町村間交通

の維持・充実 

1-2-1 鉄道の維持・充実 〇 〇 〇 〇  

1-2-2 路線バスの維持・充実 〇 〇 〇 〇  

1-2-3 広域交通・市町村間交通と市町村内交
通をつなぐ交通拠点の維持・充実 

〇 〇 〇   

方針❷ 

公共交通ネッ

トワークを支

える仕組みづ

くり 

施策 2-1 

日々の暮らしに

便利な市町村内

交通の支援 

2-1-1 市町村内交通の整備への支援 〇 〇 〇   

2-1-2 地域のニーズに応じた新たな交通サー

ビスの支援 
〇 〇 〇 〇  

施策 2-2 

官民連携、他分

野連携を実現す

るための制度・

仕組みの構築 

2-2-1 DX・GX 等の新技術の積極的導入の支援 〇 〇 〇 〇  

2-2-2 公共交通を支える人材の確保・育成に
向けた支援 

〇  〇 〇  

2-2-3 乗り継ぎ利便性の向上に向けた運賃、
ダイヤ等に係る調整支援 

〇 〇 〇 〇  

2-2-4 福祉・健康・観光・防災など他分野と
連携した支援 

〇 〇 〇 〇  

方針❸ 

公共交通をみ

んなで使い、

支え、育てる

意識の醸成 

施策 3-1 

県民、来訪者等

の個人単位の積

極利用を促す取

組の実施 

3-1-1 マイレール・マイバス意識の醸成 〇 〇 〇 〇 〇 

3-1-2 観光客・来訪者への公共交通利用意識

の醸成 
〇 〇 〇 〇 〇 

施策 3-2 

事業者、学校等

の組織単位の積

極利用を促す取

組の推進 

3-2-1 事業者、学校と連携した公共交通利用

の促進 
〇 〇 〇 〇 〇 

3-2-2 行政による率先した公共交通利用の推
進 

〇 〇 〇 〇 〇 

  

 



 

78 

 

 



 

79 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅴ 計画の推進に向けて 
 
 
 

１ 計画の進捗管理について 

２ 実施体制 

３ 計画の進捗評価 
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１ 計画の進捗管理について 

 計画全体の「策定」から「実施」、「評価」、「見
直し」の PDCA サイクルについては、計画期
間の約３年間で１サイクルするスケジュール
とします。 

 計画に基づく各取組は「実行」から「検証」し
必要に応じて「改善」するサイクルを単年度
ごとに実施するものとします。 

 計画の推進等と並行し、地域公共交通確保維
持事業に関する地域公共交通協議会による自
己評価等を毎年実施します。 

 
 
 
 
 
 

 2023 2024 2025 2026 2027～ 

あいち交通ビジョン      

愛知県地域公共交通計画      

計
画
全
体 

Plan（策定） 
     

Do（実施） 
     

Check（評価） 
     

Act（見直し） 
     

 
 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

地域間幹線系統に係る 

国 庫 補 助 事 業 の 

年 間 ス ケ ジ ュ ー ル 

            

 

Plan Do 

Action Check 

・現状を踏まえ、 
 未来に向けて 
 計画する 

・計画に基づいて 
 実行する 

・実行した結果を 
 検証する 

・検証を踏まえて 
 改善する 

時間をかけて 

しっかりと見直す 

PDCA サイクル 

上位計画（2022～2026 年度） 
計画統合 

（2027～） 本計画（2024～2026 年度） 

取組実施 取組実施 

調査・効果検証 

計画の見直し 

取組実施 

事業実施 

前年度事業の自己評価 

第 3 者評価 

翌年度計画の策定 
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２ 実施体制 

 計画全体や計画に位置付けた取組の実施については、県及び市町村の公共交通に関する会議
体（県の場合は愛知県公共交通協議会）が相互に連携し、取組の改善や、計画全体の見直し
を検討する実施体制とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【構成員】 
①関係地方運輸局・地方公共団体 
 ・中部運輸局交通政策部 
 ・中部運輸局愛知運輸支局 
 ・愛知県都市・交通局 
 ・県内市町村 
②公共交通事業者 
 ・県内で旅客鉄道路線を運行する事業者 
 ・公益社団法人愛知県バス協会及び県内 
  で地域間幹線系統の運営主体となる事 
  業者 
 ・愛知県タクシー協会及び名古屋タク 
  シー協会 
 ・東海北陸旅客船協会  
③道路管理者 
 ・中部地方整備局名古屋国道事務所 
 ・愛知県建設局道路維持課 
④港湾管理者 
 ・愛知県都市・交通局港湾課 
⑤公安委員会 
 ・愛知県警察本部 
⑥利用者 
 ・愛知県商工会議所連合会 
 ・愛知消費者協会 
⑦学識経験者 
⑧その他 

・愛知県総務局総務部市町村課地域振興室 
 ・愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課 

【役割】 
・愛知県地域公共交通計画の策定・見直し 
・計画に基づく取組の評価 
・市町村の取組の支援・協力 
・新たな取組等に対する提案 
               …など 

各市町村の会議体 

【構成員】（地域公共交通会議の例） 
・主催者（市町村） 
・交通事業者及びその組織団体 
・住民又は旅客 
・運輸局 
・事業者の運転者組織 
・道路管理者 
・都道府県警察署 
・学識者            …など 

 ※中部運輸局 2021 年度「地域公共交通 
 会議等運営マニュアル（第３改定版）」 
 より引用 

【役割】 
・市町村の地域公共交通計画等の策定・ 
 見直し 
・計画に基づく取組の点検 
・交通事業者への事業支援 
・新たな取組等に対する提案 
              …など 

県 愛知県公共交通協議会 市町村 

連携 
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３ 計画の進捗評価 

県として目指す目標を設定し、計画の着実な推進に努めます。 

この目標の達成状況の評価にあたっては、数値だけではなく、その要因も分析し、目指すべ
き公共交通像にいかに近づけたのかを評価するものとします。 

また、その動きが公共交通の状態を把握するうえで重要な指標として「モニタリング指標」
を位置付けるものとしました。 

「目標指標」及び「モニタリング指標」については、以下の項目を位置づけ、各指標の詳細
は次頁以降に取りまとめています。 

 
 
■設定した各指標の一覧（詳細は次頁以降） 
 

目標指標 現状値 目標 

指標 1-① 

市町村間移動を支える広域的な公共交通の路線延長 

1,978.7km 
(2023 年度末) 

1,978.7km 
(2026 年度末) 

指標 1-② 

地域間幹線系統により結ばれる市町村数 

44 組 
(2023 年度※1末) 

44 組 
(2026 年度※2末) 

指標 1-③ 

複数市町村に跨る地域間幹線系統の１系統あたり年間輸送人員 

8.2 万人/系統 
 (2023 年度※1) 

9.0 万人/系統 
(2026 年度※2) 

指標 1-④ 

地域公共交通計画を策定している市町村数 

 34 市町村 
(2023 年度末) 

54 市町村 
(2026 年度末) 

指標 1-⑤ 

地域公共交通会議を設置している市町村数 

49 市町村 
(2023 年度末) 

54 市町村 
(2026 年度末) 

指標 1-⑥ 

鉄道事業者が地域公共交通会議等に参画している市町村数 

 36 市町村 
(2023 年度末) 

増加 

指標 1-⑦ 

タクシー事業者等が地域公共交通会議等に参画している市町村数 

47 市町村 
(2023 年度末) 

増加 

指標 1-⑧ 

旅客船事業者が地域公共交通会議等に参画している市町村数 

3 市町 
(2023 年度末) 

増加 

※1：2022 年 10 月～2023 年 9 月 
※2：2025 年 10 月～2026 年 9 月 
 

モニタリング指標 現状値 

指標 2-① 

市町村間を跨ぐ鉄道の年間輸送人員 

53,313 万人 
(2020 年度) 

指標 2-② 

県内の地域内フィーダー系統数 

229 系統 
(2023 年度末※) 

※：2022 年 10 月～2023 年 9 月 
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（１）目標指標 
 

指標 1-① 市町村間移動を支える広域的な公共交通の路線延長 

ねらい 

将来にわたり公共交通により移動できる環境が維持されているかを評価します。 
なお、実際の評価にあたっては、将来ネットワーク図（下図）を構成する広域交通
（主に鉄道）、市町村間交通（主にバス）のネットワークが、維持されていること
を評価するものとします。 

現状値の設定 

複数の市町村間を跨ぐ公共交通として、以下の路線を対象に路線延長を合計して設
定します。 
【鉄道】 複数の市町村間を跨ぐ鉄道（県内区間のみ）※１ 
【バス】 地域間幹線系統の対象となる路線バス  

目標の設定 
市町村間を跨ぐ交通手段が、本計画の計画期間満了時（2026 年度）に、交通手段
の変更に関わらず適切に維持されていることを目標と設定します。 

数値目標 現状値（2023 年度末） 目標（2026 年度末） 目標設定の方向性 

対象全路線の総延長  1,978.7km 1,978.7km ネットワークの維持 

 うち鉄道 
 （市町村内完結路線除く） 

721.8km 721.8km 個別の手段として減少し
ても、他手段で代替され
ていればよい  うちバス 

 （地域間幹線系統） 
1,256.9km 1,256.9km 

数値の取得方法等 

【鉄道】 鉄道路線のうち、複数の市町村間を跨ぐ鉄道※1 について、愛知県統 
    計年鑑（表 10-6 鉄道輸送状況）より県内区間の営業キロを集計※2 

※1 単独市内で完結する、名古屋市営地下鉄、豊橋鉄道（市内線）、名古屋臨海高速鉄道（あおなみ線）、 

名古屋ガイドウェイバスは除く 

※2 JR 東海について、愛知県統計年鑑への県内区間の掲載がないため、事業者に個別に確認する 

【バス】 地域間幹線系統の全補助対象路線について、各事業者から報告される 
    営業キロを集計 

 

■計画に位置付けた 

 将来ネットワーク 

 （再掲） 
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指標 1-② 地域間幹線系統により結ばれる市町村数 

ねらい 
公共交通ネットワークが適切に維持され、それにより地域間交流ができる交通環境
が維持される市町村間の数を評価します。 

現状値の設定 
地域間幹線系統のうち、複数市町村に跨る系統を対象として、各系統が経由する市
町村を集計します。 

目標の設定 
地域間幹線系統の補助を適切に維持していくことで、繋がる市町村の維持を目標と
します。 

数値目標 現状値（2023 年度※1末） 目標（2026 年度※2末） 目標設定の方向性 

地域間幹線系統により 
結ばれる市町村間接続数 

44 組 44 組 ネットワークの維持 

数値の取得方法等 

地域間幹線系統のうち、複数市町村に跨る系統を対象として、各系統が結ぶ市町村
間を下図のように図示し、その組合せ数を集計する。 
なお、同じ市町村間を複数の路線が重複して運行している場合も、組合せ数は「１」
として集計する。 
また、１つの路線が３市町村以上を結ぶ場合、その全ての市町村の組合せを図示し、
計測する。（例えば、本地ヶ原線は、名古屋市、尾張旭市、瀬戸市、長久手市の 4 市
を結ぶため、その組合せ数は 6 本の線として図示） 

※1：2022 年 10 月～2023 年 9 月  ※2：2025 年 10 月～2026 年 9 月 
 
■地域間幹線系統により結ばれる市町村と組合せ数（2023 年度） 
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指標 1-③ 複数市町村に跨る地域間幹線系統の１系統あたり年間輸送人員 

ねらい 公共交通ネットワークを構成する地域間幹線系統の利用状況を評価します。 

現状値の設定 

複数の市町村を跨ぐ地域間幹線系統のうち、複数市町村に跨る系統の年間輸送人員
を集計します。 
地域間幹線系統補助を受ける路線の増減により年間輸送人員が変動することから、
年間輸送人員を対象とする系統数で除した、１系統あたり輸送人員として集計しま
す。 

目標の設定 
コロナ禍により減少した年間輸送人員を、コロナ禍前の水準に回復させることを目
標とします。 

数値目標 現状値（2023 年度※1実績） 目標（2026 年度※2） 目標設定の方向性 

地域間幹線系統１系統あ
たり輸送人員 

 8.2 万人/系統 9.0 万人/系統 コロナ禍前水準への回復 

数値の取得方法等 
地域間幹線系統のうち、複数市町村に跨る系統について、各事業者から報告される
輸送人員を、対象とする系統数で除して集計します。 

※1：2022 年 10 月～2023 年 9 月  ※2：2025 年 10 月～2026 年 9 月 
 
指標 1-④ 地域公共交通計画を策定している市町村数 

ねらい 

立地適正化計画等まちづくりのための計画と連携した地域にとって望ましい公共
交通の姿を明らかにするため、できるだけ多くの市町村が地域公共交通計画の策定
を進めることを目指します。 

現状値の設定 地域交通法に基づく地域公共交通計画を策定している市町村数を位置付けます。 

将来目標の設定 全ての市町村が地域公共交通計画を策定することを目指します。 

数値目標 現状値（2023 年度末実績） 目標（2026 年度末） 目標設定の方向性 

地域公共交通計画を策定
している市町村数 

34 市町村 54 市町村 全市町村での計画策定 

数値の取得方法等 地域交通法に基づく地域公共交通計画を策定している市町村数を把握します。 
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指標 1-⑤ 地域公共交通会議を設置している市町村数 

ねらい 

地域の実情に応じた公共交通を整備し利便性を向上させるため、関係者による合意
形成を図る場として地域公共交通会議が設置され、活発な議論を通じて多様な取組
を進める体制が整っているかを評価します。 

現状値の設定 地域公共交通会議を設置している市町村数を位置付けます。 

目標の設定 全ての市町村が地域公共交通会議を設置、運営することを目指します。 

数値目標 現状値（2023 年度末実績） 目標（2026 年度末） 目標設定の方向性 

地域公共交通会議を設置
している市町村数 

49 市町村 54 市町村 全市町村での設置 

数値の取得方法等 地域公共交通会議を設置している市町村数を把握します。 

 
参考 地域公共交通計画策定及び地域公共交通会議設置の市町村数（2024 年 3 月末時点） 

  計画策定 会議設置    計画策定 会議設置 

1 名古屋市 〇 ○  31 田原市 ○ ○ 

2 豊橋市 ○ ○  32 愛西市   

3 岡崎市 ○ ○  33 清須市 ○ ○ 

4 一宮市 ○ ○  34 北名古屋市  ○ 

5 瀬戸市 ○ ○  35 弥富市 ○ ○ 

6 半田市 ○ ○  36 みよし市 ○ ○ 

7 春日井市 ○ ○  37 あま市  ○ 

8 豊川市 ○ ○  38 長久手市 ○ ○ 

9 津島市  ○  39 東郷町 ○ ○ 

10 碧南市 〇 〇  40 豊山町 ○ ○ 

11 刈谷市 〇 〇  41 大口町  ○ 

12 豊田市 ○ ○  42 扶桑町  〇 

13 安城市 ○ ○  43 大治町   

14 西尾市 ○ ○  44 蟹江町   

15 蒲郡市 ○ ○  45 飛島村 ○ ○ 

16 犬山市 〇 ○  46 阿久比町   

17 常滑市 〇 〇  47 東浦町 ○ ○ 

18 江南市  ○  48 南知多町 ○ ○ 

19 小牧市  ○  49 美浜町   

20 稲沢市  ○  50 武豊町 ○ ○ 

21 新城市 ○ ○  51 幸田町 〇 〇 

22 東海市 ○ ○  52 設楽町 

 〇※ 23 大府市 ○ ○  53 東栄町 

24 知多市  ○  54 豊根村 

25 知立市 ○ ○   

※設楽町・東栄町・豊根村は「北設楽郡」として設置 
26 尾張旭市 〇 ○  

27 高浜市  ○  

28 岩倉市  ○  

29 豊明市 ○ ○  

30 日進市 ○ ○  対象市町村数 34 市町村 49 市町村 
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指標 1-⑥ 鉄道事業者が地域公共交通会議等に参画している市町村数 

ねらい 

鉄道が一定の役割を果たしている地域では、地域の実情に応じた公共交通を整備し
利便性を向上させるため、鉄道事業者と連携することが重要あることから、単に鉄
道事業者が地域公共交通会議等に参画しているかのみに留まらず、そのことによっ
て連携のための体制が整っているかを評価します。 

現状値の設定 地域公共交通会議等に鉄道事業者が参画しているなど、鉄道事業者と連携できる体
制が整っている市町村数を位置付けます。（複数事業者が運行する場合は最低１社） 

目標の設定 鉄道駅を有する市町村において、鉄道事業者との連携が強化されることを目指しま
す。 

数値目標 現状値（2023 年度末実績） 目標 目標設定の方向性 

鉄道事業者が地域公共交
通会議等に参画している
市町村数 

36 市町村 増加 連携体制の強化 

数値の取得方法等 
地域公共交通会議等に鉄道事業者が参画しているか、どのような取組を連携して行
っているかを調査し、市町村と鉄道事業者が連携できる体制が整っている市町村数
を把握します。 

 
指標 1-⑦ タクシー事業者等が地域公共交通会議等に参画している市町村数 

ねらい 

タクシーが一定の役割を果たしている地域では、地域の実情に応じた公共交通を整
備し利便性を向上させるため、タクシー事業者（タクシー協会等タクシー運営に通
じた者を含む）と連携することが重要であることから、単にタクシー事業者が地域
公共交通会議等に参画しているかのみに留まらず、そのことによって連携のための
体制が整っているかを評価します。 

現状値の設定 
地域公共交通会議等にタクシー事業者が参画しているなど、タクシー事業者と連携
できる体制が整っている市町村数を位置付けます。 

目標の設定 
タクシー事業者が営業する市町村において、タクシー事業者との連携が強化される
ことを目指します。 

数値目標 現状値（2023 年度末実績） 目標 目標設定の方向性 

タクシー事業者等が地域
公共交通会議等に参画し
ている市町村数 

47 市町村 増加 連携体制の強化 

数値の取得方法等 

地域公共交通会議等にタクシー事業者が参画しているか、どのような取組を連携し
て行っているかを調査し、市町村とタクシー事業者が連携できる体制が整っている
市町村数を把握します。 

 
指標 1-⑧ 旅客船事業者が地域公共交通会議等に参画している市町村数 

ねらい 

旅客船が一定の役割を果たしている地域では、地域の実情に応じた公共交通を整備
し利便性を向上させるため、旅客船事業者と連携することが重要であることから、
単に旅客船事業者が地域公共交通会議等に参画しているかのみに留まらず、そのこ
とによって連携のための体制が整っているかを評価します。 

現状値の設定 

広域的な航路を有する４市町※のうち、地域公共交通会議等に旅客船事業者が参画
しているなど、市町村と旅客船事業者が連携できる体制が整っている市町村数を位
置付けます。 ※常滑市、田原市、南知多町、美浜町 

目標の設定 
広域的な航路を有する４市町において、旅客船事業者との連携が強化されることを
目指します。 

数値目標 現状値（2023 年度末実績） 目標 目標設定の方向性 

旅客船事業者が地域公共
交通会議等に参画してい
る市町村数 

3 市町 増加 連携体制の強化 

数値の取得方法等 

地域公共交通会議等に旅客船事業者が参画しているか、どのような取組を連携して
行っているかを調査し、市町村と旅客船事業者が連携できる体制が整っている市町
村数を把握します。 
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（２）モニタリング指標 

 
指標 2-① 市町村間を跨ぐ鉄道の年間輸送人員 

ねらい 

複数市町村を跨いで運行する鉄道は、広域交通、市町村間交通の骨格を形成し、公
共交通ネットワークにおいて重要な役割を果たしています。 
このため、公共交通ネットワークの利用状況を示すひとつの指標として、鉄道の年
間輸送人員をモニタリングします。 

現状値の設定 

複数市町村間を跨ぐ鉄道路線の年間輸送人員について、公表されている資料（数字
で見る中部の運輸、愛知県統計年鑑等）より集計します。 
【鉄道】 複数の市町村を跨ぐ鉄道（県内区間のみ）※ 

指標として用いる数値 現状値（2020 年度実績） モニタリングの視点 

対象路線の年間輸送人員 53,313 万人 
数値を構成するそれぞれの路線の動向や、その理由
等を分析することで、指標とする数値の変化が好ま
しい理由によるものかを把握します。 

数値の取得方法等 

鉄道路線のうち、複数の市町村間を跨ぐ鉄道※1 について、愛知県統計年鑑（表 10-
6 鉄道輸送状況）より県内区間の輸送人員を集計※2。 
※1 単独市内で完結する、名古屋市営地下鉄、豊橋鉄道（市内線）、名古屋臨海高速鉄道（あおなみ線）、

名古屋ガイドウェイバスは除く 

※2 JR 東海について、愛知県統計年鑑への県内区間の掲載がないため、事業者に個別に確認する 

 
 
指標 2-② 県内の地域内フィーダー系統数 

ねらい 

地域内フィーダー系統は、「広域交通～市町村間交通～市町村内交通」の繋がりに
よって構成される公共交通ネットワークにおいて、その稠密さを維持するために重
要な役割を果たしています。 
このため、公共交通ネットワークの繋がり度合いを示すひとつの指標として県内の
地域内フィーダー系統数をモニタリングします。 

現状値の設定 県内の地域内フィーダー系統の系統数を現状値と設定します。 

指標として用いる数値 現状値（2023 年度末※） モニタリングの視点 

地域間幹線系統に接続す
るフィーダー系統数 

229 系統 
数値を構成するそれぞれの系統の動向や、その理由
等を分析することで、指標とする数値の変化が好ま
しい理由によるものかを把握します。 

数値の取得方法等 
県内の地域内フィーダー系統の系統数を位置付けます。 
愛知運輸支局への照会により、補助対象となるフィーダー系統数を把握します。 

※：2022 年 10 月～2023 年 9 月
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①愛知県地域公共交通計画策定のための会議 

 本計画の策定にあたり、「愛知県公共交通協議会」及び「作業部会」を設置し、下記のとお
り開催するとともに、適宜、意見照会を実施した。 

 

年月日 会議 議題等 

2023 年 6 月 9 日（金） 令和 5 年度第 1 回愛知県公共交通

協議会 

(1)愛知県公共交通協議会傍聴規

則の制定について 

(2)愛知県地域公共交通計画の策

定について 

(3)作業部会設置規約の制定につ

いて 

2023 年 6 月 9 日（金） 令和 5 年度愛知県公共交通協議会

第 1 回作業部会 

愛知県地域公共交通計画の策定に

ついて 

2023 年 9 月 8 日（金） 

～15 日（金） 

愛知県公共交通協議会意見照会 愛知県地域公共交通計画策定に係

る意見照会について 

2023 年 10 月 2 日（月） 令和 5 年度愛知県公共交通協議会

第 2 回作業部会 

愛知県地域公共交通計画の策定に

ついて 

2023 年 12 月 13 日（水） 

～22 日（金） 

愛知県公共交通協議会意見照会 愛知県地域公共交通計画策定に係

る意見照会について 

2024 年 1 月 31 日（水） 令和 5 年度愛知県公共交通協議会

第 3 回作業部会 

愛知県地域公共交通計画の策定に

ついて 

2024 年 2 月 2 日（金） 

～9 日（金） 

愛知県公共交通協議会意見照会 愛知県地域公共交通計画策定に係

る意見照会について 

2024 年 3 月 12 日（火） 令和 5 年度第 2 回愛知県公共交通

協議会 

愛知県地域公共交通計画案につい

て 

2024 年 6 月 4 日（火） 令和 6 年度第 1 回愛知県公共交通

協議会 

愛知県地域公共交通の策定につい

て 

 

②パブリックコメントの実施 

 下記の通りパブリックコメントにより県民からの意見を募集し、計画に反映した。 

【県民意見提出制度（パブリック・コメント）の実施】 

 期間    ：2024 年 3 月 27 日（水）～2024 年 4 月 25 日（木） 

 閲覧方法  ：県の WEB ページ、交通対策課、県民相談・情報センター、各県民相談室、海部県 

民事務所広報コーナー、知多県民事務所広報コーナー、新城設楽振興事務所広報 

コーナー 

 意見提出方法：電子申請、電子メール、FAX、郵送 

 実施結果  ：4 名 30 件 
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①愛知県公共交通協議会 委員名簿 

（敬称略） 

区分 団体名 所属 職 氏名 
作業
部会 

学識経験者 名城大学 理工学部 教授 松本 幸正 〇 

学識経験者 
豊橋技術 

科学大学 
建築・都市システム学系 准教授 松尾 幸二郎 〇 

国 中部運輸局 
交通政策部 

交通企画課 
課長 勝山 祐樹   

国 愛知運輸支局 愛知運輸支局 支局長 古橋 靖弘 〇 

地方公共団体 

（計画策定主体） 
愛知県 都市・交通局 局長 九鬼 令和 〇 

地方公共団体 

（市町村） 
名古屋市 

住宅都市局都市計画部 

交通企画・モビリティ 

都市推進課 

課長 脇田 裕二 〇 

地方公共団体 

（市町村） 
豊橋市 

都市計画部 

都市交通課 
課長 山下 雅史 〇 

地方公共団体 

（市町村） 
岡崎市 

総合政策部 

地域創生課 
課長 木下 政樹 〇 

地方公共団体 

（市町村） 
一宮市 

まちづくり部 

地域交通課 
課長 佐野 伸 〇 

地方公共団体 

（市町村） 
瀬戸市 

都市整備部 

都市計画課 
課長 山村 和宏   

地方公共団体 

（市町村） 
半田市 

建設部 

都市計画課 
課長 田中 賢 〇 

地方公共団体 

（市町村） 
春日井市 

まちづくり推進部 

都市政策課 
課長 苅谷 健生   

地方公共団体 

（市町村） 
豊川市 

都市整備部 

市街地整備課 
課長 本多 隆志   

地方公共団体 

（市町村） 
津島市 

市長公室 

企画政策課 
課長 横井 裕二   

地方公共団体 

（市町村） 
碧南市 

経済環境部 

商工課 
課長 磯貝 幸満   

地方公共団体 

（市町村） 
刈谷市 

都市政策部 

都市交通課 
課長 都築 篤   

地方公共団体 

（市町村） 
豊田市 

都市整備部 

交通政策課 
課長 稲吉 康介 〇 

地方公共団体 

（市町村） 
安城市 

都市整備部 

都市計画課 
課長 牧原 俊基   

地方公共団体 

（市町村） 
西尾市 

市民部 

地域つながり課 
課長 手嶋 政仁   

地方公共団体 

（市町村） 
蒲郡市 

市民生活部 

交通防犯課 
課長 磯貝 友宏   

地方公共団体 

（市町村） 
犬山市 

市民部 

防災交通課 
課長 伊藤 修   

地方公共団体 

（市町村） 
常滑市 

市民生活部 

市民協働課 
課長 齋田 充弘   

地方公共団体 

（市町村） 
江南市 

都市整備部 

都市計画課 
課長 伊藤 達也   

地方公共団体 

（市町村） 
小牧市 

都市政策部 

都市整備課 
課長 川島 充裕   
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区分 団体名 所属 職 氏名 
作業
部会 

地方公共団体 

（市町村） 
稲沢市 

総務部 

総務課 
課長 大津 伸二   

地方公共団体 

（市町村） 
新城市 

市民協働部 

公共交通対策課 
課長 貝崎 禎重   

地方公共団体 

（市町村） 
東海市 

都市建設部 

都市計画課 
課長 竹内 千明   

地方公共団体 

（市町村） 
大府市 

都市整備部 

都市政策課 
課長 竹嶋 雅人   

地方公共団体 

（市町村） 
知多市 

企画部 

市民協働課 
課長 平岩 佳代   

地方公共団体 

（市町村） 
知立市 

都市整備部 

まちづくり課 
課長 池田 堅策   

地方公共団体 

（市町村） 
尾張旭市 

都市整備部 

都市計画課 
課長 望月 滋之   

地方公共団体 

（市町村） 
高浜市 

市民部 

経済環境グループ 
グループリーダー 島口 靖   

地方公共団体 

（市町村） 
岩倉市 

総務部 

企画財政課 
課長 佐野 剛   

地方公共団体 

（市町村） 
豊明市 

行政経営部 

企画政策課 
課長 萩野 昭久   

地方公共団体 

（市町村） 
日進市 

生活安全部 

防災交通課 
課長 三好 恵太   

地方公共団体 

（市町村） 
田原市 

都市建設部 

街づくり推進課 
課長 鳥居 伸光   

地方公共団体 

（市町村） 
愛西市 

総務部 

総務課 
課長 青木 万亀雄   

地方公共団体 

（市町村） 
清須市 

企画部 

企画政策課 
次長兼課長 林 智雄   

地方公共団体 

（市町村） 
北名古屋市 

生活安全部 

まちづくり推進課 
課長 安田 道秋   

地方公共団体 

（市町村） 
弥富市 

市民生活部 

市民協働課 
課長 藤井 清和   

地方公共団体 

（市町村） 
みよし市 

都市建設部 

都市計画課 
課長 原田 恭光   

地方公共団体 

（市町村） 
あま市 

市長公室 

企画政策課 
課長 室田 裕貴   

地方公共団体 

（市町村） 
長久手市 

市長公室 

企画政策課 
課長 山本 一裕   

地方公共団体 

（市町村） 
東郷町 

総務部 

地域安心課 
課長 坂野 丈就   

地方公共団体 

（市町村） 
豊山町 

産業建設部 

まちづくり推進課 
課長 森川 泰成   

地方公共団体 

（市町村） 
大口町 

地域協働部 

町民安全課 
課長 稲垣 敬   

地方公共団体 

（市町村） 
扶桑町 

生活安全部 

地域協働課 
課長 兼松 孝行   

地方公共団体 

（市町村） 
大治町 

総務部 

企画政策課 
課長 横井 宗宣   

地方公共団体 

（市町村） 
蟹江町 

政策推進室 

政策推進課 
課長 丹羽 修治   
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区分 団体名 所属 職 氏名 
作業
部会 

地方公共団体 

（市町村） 
飛島村 

総務部 

企画課 
課長 早川 宗徳   

地方公共団体 

（市町村） 
阿久比町 

総務部 

防災交通課 
課長 西永 秀行   

地方公共団体 

（市町村） 
東浦町 

都市整備部 

まちづくり課 
課長 前床 昭二   

地方公共団体 

（市町村） 
南知多町 

総務部 

防災交通課 
課長 石黒 俊光   

地方公共団体 

（市町村） 
美浜町 

総務部 

地域戦略課 
課長 下村 充功   

地方公共団体 

（市町村） 
武豊町 

総務部 

防災交通課 
課長 田中 孝往   

地方公共団体 

（市町村） 
幸田町 

企画部 

企画政策課 
課長 柴田 淳一   

地方公共団体 

（市町村） 
設楽町 生活課 課長 松井 良之   

地方公共団体 

（市町村） 
東栄町 総務課 課長 伊藤 太   

地方公共団体 

（市町村） 
豊根村 振興課 課長 稲垣 淳   

事業者 

（鉄道） 

東海旅客鉄道 

株式会社 

東海鉄道事業本部 

管理部 企画課 
課長 谷口 正明 〇 

事業者 

（鉄道） 

名古屋鉄道 

株式会社 
地域連携部 交通サービス担当課長 髙井 勇輔 〇 

事業者 

（鉄道） 

近畿日本鉄道 

株式会社 

名古屋統括部 

施設部 工務課 
課長 中村 大輔   

事業者 

（鉄道） 

名古屋市 

交通局 
企画財務部 

担当課長 

（企画調整・外郭団体） 
堀 千景 〇 

事業者 

（鉄道） 

豊橋鉄道 

株式会社 
鉄道部 

執行役員 

鉄道部長 
坂野 慎   

事業者 

（鉄道） 

株式会社 

東海交通事業 
鉄道部 輸送課長 林 尚生   

事業者 

（鉄道） 

名古屋ガイドウ 

ェイバス株式会社 

総務部 

総務課 
課長 林 史彦   

事業者 

（鉄道） 

名古屋臨海高速 

鉄道株式会社 
総務課 課長 山田 和光   

事業者 

（鉄道） 

愛知高速交通 

株式会社 

総務部 

総務課 
次長兼課長 児玉 朋孝   

事業者 

（鉄道） 

愛知環状鉄道 

株式会社 

運輸部 

企画管理課 
企画担当課長 藏地 弘典   

事業者 

（バス） 

公益社団法人 

愛知県バス協会 
  専務理事 小林 裕之   

事業者 

（バス） 

名鉄バス 

株式会社 
運輸本部 

取締役運輸本部副本部長 

兼地域交通部長 
山下 高志 〇 

事業者 

（バス） 

豊鉄バス 

株式会社 
 常務取締役 綿貫 琢也 〇 

事業者 

（バス） 

知多乗合 

株式会社 
運輸営業部 

取締役 

運輸営業部長 
橋本 大輔 〇 

事業者 

（バス） 

名鉄東部交通 

株式会社 
路線バス事業部 

取締役 

路線バス事業部長 
玉置 文博 〇 
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区分 団体名 所属 職 氏名 
作業
部会 

事業者 

（タクシー） 

愛知県 

タクシー協会 
 専務理事 深谷 克巳 〇 

事業者 

（タクシー） 

名古屋 

タクシー協会 
 専務理事 多田 直紀 〇 

事業者 

（旅客船） 

東海北陸 

旅客船協会 
 事務局長 片平 澄男 〇 

道路管理者 中部地方整備局 
名古屋国道事務所 

計画課 
課長 高柿 弘義   

道路管理者 
愛知県 

建設局 
道路維持課 課長 加藤 敬   

港湾管理者 
愛知県 

都市・交通局 
港湾課 課長 堀尾 朋宏   

公安委員会 
愛知県 

警察本部 

交通部 

交通規制課 
課長 金崎 翔平   

利用者 愛知県商工会議
所連合会 

名古屋商工会議所企画部 

インフラ・国際ユニット 
次長 木本 和紀   

利用者 愛知消費者協会  会長 吉田 典子   

その他 
愛知県 

総務局 

総務部 

市町村課 地域振興室 
室長 今井 繁樹   

その他 
愛知県 

都市・交通局 

都市基盤部 

都市計画課 
課長 伊藤 慎悟   
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■用語解説 

IoT 【Internet of Things の略】 工場設備や航空機、発電所等のインフラ、自動車や

家電など、様々なモノをインターネットにつなぎ、センサーなどから得たビッグデ

ータを分析し、コスト削減や生産システムの効率化・最適化につなげること 

MaaS 【Mobility as a Service の略】 出発地から目的地までの移動に対し、様々な移

動手段・サービスを組み合わせてひとつの移動サービスとして捉えるもの 

エコ モビリティ ライフ  

環境（エコロジー）の「エコ」、移動の「モビリティ」、生活の「ライフ」をつなげ

たことばで、クルマと電車・バス等の公共交通、自転車、徒歩などをかしこく使い

分けて環境にやさしい交通手段を利用するライフスタイル 

カーシェアリング 登録した会員間で、自動車を共同で使用するシェアリングサービス 

カーボンニュートラル 
温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることを意味しており、わが国では

2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにすることを目指している 

グリーンスローモビリテ

ィ 
時速 20 ㎞未満で公道を走ることができる電動車を活用した小さな移動サービス 

コミュニティバス 地方自治体等が主体となり、住民の移動手段の確保のために運行するバス 

コミュニティ交通 
地方自治体等が主体となり、住民の移動手段の確保のために運行するバス、タクシ

ー、デマンド交通等の総称 

コンパクト・プラス・ネッ

トワーク 

住宅等の居住機能や、医療・福祉・商業などの都市機能をコンパクトに誘導しなが

ら、それと連携した公共交通ネットワークを構築していく、コンパクトなまちづく

りを進めるための考え方 

シェアサイクル 登録した会員間で、自転車を共同で使用するシェアリングサービス 

シェアリングサービス 

物品を多くの人と共有したり、個人間で貸し借りをしたりする際の仲介を行うサー

ビスの総称 

自動車・自転車の貸借が手軽に行えるスマートフォン向けサービスなどがある 

自家用有償旅客運送  
バスやタクシー事業者のサービス提供が困難な地域において、市町村や NPO 法人

等が自家用車を用いて有償で運送するサービス 

地域間幹線系統 

地域間交通ネットワークを形成する広域的なバス路線のこと 

沿線をカバーする「地域公共交通計画」に必要事項を記載し、国へ必要な申請を行

った上で、次の基準など補助要件を満たしたバス路線は国庫補助の対象となる。 

 ・一般乗合旅客自動車運送事業者による運行であること 

 ・複数市町村（H13.3.31 時点）にまたがる系統であること 

 ・１日当たりの計画運行回数が３回以上のもの 

 ・輸送量が 15 人～150 人／日と見込まれること 

 ・経常赤字が見込まれること 等 
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地域内フィーダー系統 

広域的なバス路線である地域間幹線系統に対し、支線として接続して運行するバス

路線のこと 

沿線をカバーする「地域公共交通計画」に必要事項を記載し、国へ必要な申請を行

った上で、次に基準など補助要件を満たしたバス路線は国庫補助の対象となる。 

 ・一般乗合旅客自動車運送事業者、一般乗用旅客自動車運送事業者、自家用有償 

  旅客運送者による運行であること 

 ・補助対象地域間幹線系統等に接続するフィーダー系統であること 

 ・新たに運行を開始するもの又は公的支援を受けるものであること 

 ・乗車人員が２人／１回以上であること 

  （路線不定期運行、区域運行及び乗用タクシーによる運行を除く。） 

 ・経常赤字であること 等 

地域鉄道事業者 

地域鉄道とは、一般に、新幹線、在来幹線、都市鉄道に該当する路線以外の鉄軌道

路線のこと 

運営主体は中小民鉄並びにＪＲ、一部の大手民鉄、中小民鉄及び旧国鉄の特定地方

交通線や整備新幹線の並行在来線などを引き継いだ第三セクターであり、これらの

うち、中小民鉄及び第三セクターを合わせて地域鉄道事業者と呼んでいる。 

デマンド交通 
バスや電車などのようにあらかじめ決まった時間帯に決まった停留所を回るので

はなく、予約があった時のみ運行する移動サービス  

日本中央回廊 
リニア中央新幹線の開業によって首都圏・中部圏・関西圏の三大都市圏が約 1 時間

で結ばれ、一体となった巨大都市圏  

乗合バス 

法に定める一般乗合旅客自動車運送事業として運行される、路線バス、コミュニテ

ィバスの総称（本計画においては、国の法制度に準拠した表現を行う場合にのみ使

用するものとし、基本的には路線バス、コミュニティバスと呼称している） 

マイクロモビリティ 
自動車よりコンパクトで小回りが利き、環境性能に優れ、地域の手軽な移動の足と

なる１人～２人乗り程度の車両 

ラストワンマイル 最寄りの駅やバス停から、自宅等の最終目的地までの移動 

立地適正化計画 
市町村が都市全体の観点から作成する、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能

の立地、公共交通の充実等に関する包括的なマスタープラン 

路線バス 
予め設定した路線上を、設定した時刻表に合わせて運行する、主に民間の交通事業

者が有償で運行するバス 
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地域間幹線系統一覧 
 
 



 

 

■県内の地域間幹線系統位置付け路線（令和 7 年度：補助対象期間 2024 年 10 月 1 日～2025 年 9 月 30 日）                   2024 年 6 月末時点                                             

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

1 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 
大沼 東岡崎 

岡崎北

高前 
大沼 岡崎市 

豊田市 

（旧下

山村） 

   愛知県地域 

公共交通計画 

岡崎市中心部と豊田市南東部を結ぶ路

線であり、沿線地域住民の日常生活に

おける移動手段を確保するとともに、

岡崎市と豊田市下山エリアの広域路線

として必要不可欠である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

2 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

岡崎・

足助 
東岡崎 細川 足助 岡崎市 

豊田市 

（旧足

助町） 

    
愛知県地域 

公共交通計画 

隣接する市域を結ぶ重要な幹線系統で

あり、移動手段を持たない学生や高齢

者の生活交通として必要不可欠であ

る。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

3 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 
矢並 豊田市 

矢並 

区民会

館前 

足助 豊田市 

豊田市 

（旧足

助町） 

    
愛知県地域 

公共交通計画 

豊田市中心部（豊田市駅）と同市東部

（旧足助町）を結ぶ重要な幹線系統で

あり、移動手段を持たない学生や高齢

者の生活交通として必要不可欠であ

る。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

4 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

岡崎・

安城 
東岡崎 矢作橋 

ＪＲ安

城駅前 
岡崎市 安城市     

愛知県地域 

公共交通計画 

隣接する地域を結ぶ重要な幹線系統で

あり、移動手段を持たない学生や高齢

者の生活交通として必要不可欠であ

る。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

5 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

日進中

央 
赤池駅 

日進市

役所 

長久手

古戦場

駅 

日進市 
長久手

市 
    

愛知県地域 

公共交通計画 

地下鉄・名鉄赤池駅、リニモ長久手古

戦場駅を結ぶ基幹交通であるととも

に、日進市役所を乗り継ぎ拠点とし、

日進市内各方面の主要施設を結ぶ路線

である。 

２市間を南北に移動するための重要路

線であり、交通結節点を結ぶ広域的な

交通ネットワークの基幹路線として機

能している路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

6 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

星ヶ

丘・豊

田 

赤池駅 御岳 

イオン

三好店 

アイモ

ール前 

日進市 
みよし

市 
東郷町   

愛知県地域 

公共交通計画 

鉄道駅への接続及び大規模商業施設へ

の移動需要に基づく路線である。 

名古屋市への移動手段確保及び地域住

民の日常生活における移動手段を確保

するために必要である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

7 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

一宮・

イオン

木曽川 

一宮駅 
木曽川

庁舎 

イオン

モール 

木曽川 

一宮市 

一宮市 

（旧木

曽川

町） 

    

一宮市が策定

する地域公共

交通計画 

一宮市が策定する地域公共交通計画に

おいて記載 

一宮市が策定する地

域公共交通計画にお

いて記載 

一宮市が策

定する地域

公共交通計

画において

記載 

補助対象外 

8 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

愛知医

科大学

病院 

長久手

古戦場

駅 

愛知医

科大学

病院 

尾張旭

向ヶ丘 

尾張旭

市 

長久手

市 
    

愛知県地域 

公共交通計画 

リニモ長久手古戦場駅、愛知医科大学

病院、名鉄尾張旭駅を結んでおり、そ

れらの駅等は鉄道や他市コミュニティ

バス等へと接続していることから、沿

線住民・利用者の通院・通学、買い物

等の日常生活に必要不可欠な路線であ

る。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

9 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

本地ヶ

原 
藤が丘 

愛知医

科大学

病院 

瀬戸駅

前 

名古屋

市 
瀬戸市 

尾張旭

市 

長久手

市 

愛知県地域 

公共交通計画 

藤が丘駅（名古屋市）と尾張瀬戸駅

（瀬戸市）を結ぶとともに、総合病院

（愛知医科大学病院）で他の幹線系統

やコミュニティバス等と接続してお

り、地域住民の日常生活における移動

手段を確保するため必要不可欠であ

る。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

10 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

ふれん

どバス

① 

吉良高

校 

吉良吉

田駅 
碧南駅 碧南市 西尾市     

愛知県地域 

公共交通計画 

平成 16 年 3 月末で廃止された吉良吉田

駅～碧南駅間を結ぶ鉄道代替路線とし

て広域的に鉄道駅へ繋ぐとともに、沿

線高校への通学、沿線地域から各地の

高校等への通学路線であり、地域住民

にとっても日常生活の移動手段として

必要である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

11 
名鉄バ

ス㈱ 

名鉄バ

ス㈱ 

ふれん

どバス

② 

吉良高

校 
碧南駅 

碧南高

校 
碧南市 西尾市     

愛知県地域 

公共交通計画 

平成 16 年 3 月末で廃止された吉良吉田

駅～碧南駅間を結ぶ鉄道代替路線とし

て広域的に鉄道駅へ繋ぐとともに、沿

線高校への通学、沿線地域から各地の

高校等への通学路線であり、地域住民

にとっても日常生活の移動手段として

必要である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

12 一宮市 
名鉄バ

ス㈱ 

ｉ－バ

ス 

（一宮

コー

ス） 

木曽川

庁舎 
一宮駅 

市民病

院 
一宮市 

一宮市 

（旧尾

西市） 

一宮市 

（旧木

曽川

町） 

  

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

13 一宮市 
名鉄バ

ス㈱ 

ｉ－バ

ス 

（尾西

南コー

ス） 

萩原駅 

一宮医

療療育

センタ

ー 

萩原駅 一宮市 

一宮市 

（旧尾

西市） 

    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

14 一宮市 
名鉄バ

ス㈱ 

ｉ－バ

ス 

（木曽

川・北

方コー

ス） 

木曽川

庁舎 

木曽川

市民病

院 

木曽川

庁舎 
一宮市 

一宮市 

（旧木

曽川

町） 

    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

15 豊田市 
名鉄バ

ス㈱ 

とよた 

おいでん

バス 

（旭・豊

田線） 

小渡 広瀬 豊田市 豊田市 

豊田市 

（旧旭

町） 

    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

16 豊田市 
名鉄バ

ス㈱ 

とよた 

おいでん

バス 

（小原・

豊田線） 

上仁木 西中山 豊田市 豊田市 

豊田市 

（旧小

原村） 

    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

17 豊田市 
名鉄バ

ス㈱ 

とよた 

おいでん

バス 

（藤岡・

豊田線） 

（西中山

経由） 

藤岡中

学校前 
西中山 豊田市 豊田市 

豊田市 

（旧藤

岡町） 

    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

18 安城市 
名鉄バ

ス㈱ 

あんく

るバス 

（西部

線） 

新安城

駅南口 

東刈谷

駅北口 

新安城

駅南口 
刈谷市 安城市     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

19 安城市 
名鉄バ

ス㈱ 

あんく

るバス 

（作野

線） 

新安城

駅南口 

東刈谷

駅北口 

新安城

駅南口 
刈谷市 安城市     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

20 知立市 
名鉄バ

ス㈱ 

ミニバ

ス 

（２コ

ース） 

知立駅 
三河八

橋駅 
知立駅 豊田市 知立市     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

21 知立市 
名鉄バ

ス㈱ 

ミニバ

ス 

（３コ

ース） 

知立駅 
東刈谷

駅北口 
知立駅 刈谷市 知立市     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

22 知立市 
名鉄バ

ス㈱ 

ミニバ

ス 

（４コ

ース） 

知立駅 
野田新

町駅 
知立駅 刈谷市 知立市     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

23 日進市 
名鉄バ

ス㈱ 

くるり

んばす 

（梅森

線） 

市役所 
東名古

屋病院 
市役所 

名古屋

市 
日進市     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

24 日進市 
名鉄バ

ス㈱ 

くるり

んばす 

（五色

園線） 

市役所 

長久手

古戦場

駅 

市役所 日進市 
長久手

市 
    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事 

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

25 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

伊良湖

支線 

（福祉

Ｃ堀

切） 

渥美病

院 

福祉セ

ンター 
保美 田原市 

田原市 

（旧渥

美町） 

    
愛知県地域 

公共交通計画 

田原市中心市街地、赤羽根地域及び渥

美地域とを結ぶ地域間幹線系統であ

り、他に移動手段を持たない沿線地域

住民の日常生活における移動手段とし

て必要不可欠な路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 
堀切 

26 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 
作手 

新城富

永 

東新町 

作手高

里 
新城市 

新城市 

（旧作

手村） 

    
愛知県地域 

公共交通計画 

新城市中心部と作手地区を結ぶ地域間

幹線系統であり、移動手段を持たない

地域住民の必要不可欠な路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 新城警

察署 

新城有

教館高

校 

27 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

新城病

院上平

井田口 

新城病

院前 

上平井 

田口 新城市 設楽町     
愛知県地域 

公共交通計画 

新城市と旧鳳来町、設楽町を結ぶ地域

間幹線系統であり、移動手段を持たな

い地域住民の必要不可欠な路線であ

る。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 

新城有

教館高

校 

28 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

伊良湖

本線

（渥美

病院休

暇村明

神） 

渥美病

院 

休暇村 

伊良湖

岬 
田原市 

田原市

（旧渥

美町） 

    
愛知県地域 

公共交通計画 

田原市中心市街地と渥美地域とを結ぶ

地域間幹線系統であり、他に移動手段

を持たない沿線地域住民の日常生活に

おける移動手段として必要不可欠な路

線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 

中里 

29 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 
新豊 

豊橋駅

前 

豊川市

民病院 

新城富

永 
豊橋市 豊川市 新城市   

愛知県地域 

公共交通計画 

豊橋市、豊川市、新城市を結ぶ地域間

幹線系統であり、移動手段を持たない

地域住民の必要不可欠な公共交通機関

である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 

イオン

モール 

豊川 

 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

30 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

伊良湖

本線 

（豊橋

保美） 

豊橋駅

前 

田原駅

前 
保美 豊橋市 田原市 

田原市 

（旧渥

美町） 

  
愛知県地域 

公共交通計画 

豊橋市街地、田原市中心市街地及び渥

美地域とを結ぶ地域間幹線系統であ

り、沿線地域住民の日常生活における

移動手段として必要不可欠な路線であ

る。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 

31 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

伊良湖

本線 

（渥美

病院田

原駅前

保美） 

渥美病

院 

江比間 保美 田原市 

田原市 

（旧渥

美町） 

    

田原市が策定

する地域公共

交通計画 

田原市が策定する地域公共交通計画に

おいて記載 

田原市が策定する地

域公共交通計画にお

いて記載 

田原市が策

定する地域

公共交通計

画において

記載 

補助対象外 

田原駅

前 

32 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

豊川 

（体育

館前） 

豊橋駅

前 

豊川体

育館前 

豊川体

育館前 
豊橋市 豊川市     

愛知県地域 

公共交通計画 

豊橋市と豊川市を結ぶ地域間幹線系統

であり、移動手段を持たない地域住民

の必要不可欠な路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 

33 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

豊川 

（イオ

ン病

院） 

豊橋駅

前 

豊川体

育館前 

豊川市

民病院 

イオン

モール

豊川 

豊川駅

前 
豊橋市 豊川市     

愛知県地域 

公共交通計画 

本路線は、豊橋市と豊川市を結ぶ地域

間幹線系統であり、移動手段を持たな

い地域住民の必要不可欠な公共交通機

関である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 

34 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

豊川 

（イオ

ンモー

ル豊

川） 

豊橋駅

前 

豊川体

育館前 

豊川市

民病院 

イオン

モール 

豊川 

豊橋市 豊川市     
愛知県地域 

公共交通計画 

豊橋市と豊川市を結ぶ地域間幹線系統

であり、移動手段を持たない地域住民

の必要不可欠な路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 

35 
豊鉄バ

ス㈱ 

豊鉄バ

ス㈱ 

新城名

古屋藤

が丘線 

新城市

民病院

西 

もっくる 

新城南 

藤が丘駅 

長久手

古戦場

駅 

名古屋

市 
新城市 

長久手

市 
  

愛知県地域 

公共交通計画 

名古屋圏と奥三河地域を結ぶ地域間幹

線系統であり、名古屋圏に転出するこ

となく新城市に住み続けたまま通学・

通勤を可能とし、定住促進を図る路線

である。 

通学可能範囲が広がることで、経済的

負担が抑えられ、高等教育就学の機会

を増やすためにも必要な路線である。 

また、高齢化が著しい新城市にとっ

て、医療機関の充実した大都市圏への

通院を可能とする本路線は必要不可欠

であり、代替えのない路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

もっくる 

新城 

藤が丘駅 

亀姫通 

もっくる

新城 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

36 
知多乗

合㈱ 

知多乗

合㈱ 

半田・

常滑

（Ａ） 

知多半

田駅 
青山駅 常滑駅 半田市 常滑市     

愛知県地域 

公共交通計画 

半田市中心市街地と常滑市中心市街地

を結ぶ系統で、鉄道駅を利用する通勤

通学者の他、沿線の学校への通学の足

としても機能している。 

半田市内の青山駅や知多半田駅におい

て、地域内フィーダー路線へ接続して

おり、地域内の病院や店舗、スーパー

などへの移動手段として、地域住民の

日常生活に必要不可欠な路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

37 
知多乗

合㈱ 

知多乗

合㈱ 

半田・

常滑

（Ｎ） 

日本福

祉大学 

知多半

田駅 
常滑駅 半田市 常滑市     

愛知県地域 

公共交通計画 

半田市中心市街地と常滑市中心市街地

を結ぶ系統で、鉄道駅を利用する通勤

通学者の他、沿線の学校への通学の足

としても機能している。 

半田市内の青山駅や知多半田駅におい

て、地域内フィーダー路線へ接続して

おり、地域内の病院や店舗、スーパー

などへの移動手段として、地域住民の

日常生活に必要不可欠な路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

38 
知多乗

合㈱ 

知多乗

合㈱ 

横須賀

（Ａ） 

大府駅

前 
  

尾張横

須賀駅 
東海市 大府市     

愛知県地域 

公共交通計画 

名鉄尾張横須賀駅とＪＲ大府駅を結ぶ

路線で、駅を経由して名古屋方面への

通勤通学の利用者が多い路線である。 

鉄道フィーダー路線として、地域住民

にとって必要不可欠な路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

39 
知多乗

合㈱ 

知多乗

合㈱ 

東ケ丘

団地 

巽ヶ丘

駅前 
東ケ丘 

巽ヶ丘

駅前 
東浦町 知多市 

阿久比

町 
  

愛知県地域 

公共交通計画 

知多市・東浦町・阿久比町の境目に位

置する名鉄巽ヶ丘駅と東ヶ丘団地（東

浦町）を結ぶ路線であり、通勤・通学

やお買い物等の移動手段として利用さ

れている。 

沿線市町のコミュニティバスに接続し

ており、地域内の病院や店舗、スーパ

ーなどへの移動手段など、地域住民の

日常生活における移動手段を確保する

ために必要である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 補助対象外 

40 
知多乗

合㈱ 

知多乗

合㈱ 
上野台 

共和駅

前 
  

太田川

駅前 
大府市 東海市     

愛知県地域 

公共交通計画 

東海市中心市街地と大府市西部を結ぶ

路線であり、通勤・通学やお買い物等

の移動手段として利用されている。 

沿線市のコミュニティバスに接続して

おり、地域内の病院や店舗、スーパー

などへの移動手段など、地域住民の日

常生活における移動手段を確保するた

めに必要である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

41 
知多乗

合㈱ 

知多乗

合㈱ 
大府 

大府駅

前 

あいち

健康プ

ラザ 

げんき

の郷 
大府市 東浦町     

愛知県地域 

公共交通計画 

大府市中心市街地と東浦町北部を結ぶ

路線であり、国立長寿医療研究センタ

ー及びあいち小児保健医療総合センタ

ーの通院やげんきの郷への買い物等の

移動手段として利用されている。 

沿線市町のコミュニティバスに接続し

ており、地域内の病院や店舗、スーパ

ーなどへの移動手段など、地域住民の

日常生活における移動手段を確保する

ために必要である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 補助対象外 

42 知多市 
知多乗

合㈱ 

あいあ

いバス 

（北部

循環コ

ース） 

朝倉駅 

西知多

総合病

院 

朝倉駅 知多市 東海市 
阿久比

町 
  

愛知県地域 

公共交通計画 

知多市内における公共交通空白地域の

解消のほか、商業施設が無い沿線地域

住民や交通弱者である高齢者や障害者

等の日常生活の移動手段として利用さ

れている。 

東海市には、西知多総合病院が立地し

ていることや、知多市東部地域は東海

市の南加木屋駅周辺との結びつきが強

いことから、広域的な移動手段の確

保、維持のために必要不可欠な路線で

ある。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 補助対象外 

43 武豊町 
知多乗

合㈱ 

ゆめこ

ろん 

（赤ル

ート） 

武豊町

役場 

イオン

半田店 

武豊町

役場 
半田市 武豊町     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

44 

名鉄東

部交通

㈱ 

名鉄東

部交通

㈱ 

岡崎・

西尾 

（青

野） 

東岡崎 

青野 西尾 岡崎市 西尾市     
愛知県地域 

公共交通計画 

交通結節点である名古屋鉄道東岡崎駅

や地域医療の拠点である藤田医大岡崎

医療センターを起点として、ＪＲ岡崎

駅を経由し郊外及び隣接する西尾市と

を結ぶ広域的路線である。 

沿線住民の通院や通勤、通学などのた

めに必要不可欠な路線である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 
藤田医

大岡崎 

医療セ

ンター 

45 

名鉄東

部交通

㈱ 

名鉄東

部交通

㈱ 

岡崎・

西尾 

(西尾市

民病

院） 

岡崎駅

西口 

若松町 

西尾 岡崎市 西尾市     
愛知県地域 

公共交通計画 

岡崎市中心部と西尾市中心部を結ぶ路

線であり、沿線住民の日常生活におけ

る移動手段を確保するとともに、岡崎

市と西尾市の市域間の広域的な移動手

段を確保するため必要不可欠な路線で

ある。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

有 
補助対象 

系統 
藤田医

大岡崎 

医療セ

ンター 

 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

46 

名鉄東

部交通

㈱ 

名鉄東

部交通

㈱ 

一色 

西尾 

福地 
一色町

公民館 
西尾市 

西尾市 

（旧一

色町） 

    

西尾市が策定

する地域公共

交通計画 

西尾市が策定する地域公共交通計画に

おいて記載 

西尾市が策定する地

域公共交通計画にお

いて記載 

西尾市が策

定する地域

公共交通計

画において

記載 

補助対象外 

西尾市

民病院 

47 
あおい

交通㈱ 

あおい

交通㈱ 

勝川駅 

あいち

航空ミ

ュージ

アム 

勝川駅 
名古屋

空港 

あいち

航空 

ミュー

ジアム 

春日井

市 
豊山町     

愛知県地域 

公共交通計画 

鉄道駅のない豊山町民にとり、名鉄味

美駅、ＪＲ勝川駅を利用するために重

要な路線であるとともに、他地域から

流入する県営名古屋空港やあいち航空

ミュージアム、大型商業施設の利用客

等にも利用されている。  

平成 20 年度に春日井市方面と豊山町を

つなぐ路線バスが撤退したため、その

代替としても機能している。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

48 豊山町 
あおい

交通㈱ 

とよや

まタウ

ンバス 

（南ル

ート） 

航空館 

boon 
黒川 

名古屋

栄 

名古屋

市 
豊山町     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

49 豊田市 
豊栄交

通㈱ 

とよた 

おいでん

バス 

（藤岡・

豊田線） 

（加納経

由） 

藤岡支

所 

こども

発達セ

ンター 

豊田市 豊田市 

豊田市 

（旧藤

岡町） 

    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

50 豊田市 
豊栄交

通㈱ 

とよた 

おいでん

バス 

（下山・

豊田線） 

大沼 鵜ヶ瀬 豊田市 豊田市 

豊田市 

（旧下

山村） 

    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

51 豊田市 
豊栄交

通㈱ 

とよた 

おいでん

バス 

（さな

げ・足助

線） 

豊田厚

生病院 
広瀬 百年草 豊田市 

豊田市 

（旧足

助町） 

    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

52 
尾張旭

市 

豊栄交

通㈱ 

尾張旭

市営バ

ス 

（東ル

ート） 

市役所 

イトー

ヨーカ

ドー前 

市役所 瀬戸市 
尾張旭

市 

長久手

市 
  

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

53 
尾張旭

市 

豊栄交

通㈱ 

尾張旭

市営バ

ス 

（西ル

ート） 

市役所 印場駅 市役所 
名古屋

市 

尾張旭

市 

長久手

市 
  

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

54 飛島村 
三重交

通㈱ 

飛島公

共交通

バス 

（名港

線①） 

名古屋

港 

公民館

分館 

三菱自

工南 

名古屋

港 

名古屋

市 
飛島村     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

55 飛島村 
三重交

通㈱ 

飛島公

共交通

バス

（名港

線②） 

公民館

分館 

三菱自

工南公

民館分

館 

名古屋

港 

名古屋

市 
飛島村     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

56 飛島村 
三重交

通㈱ 

飛島公

共交通

バス 

（蟹江

線①） 

近鉄蟹

江駅前 

飛島村

役場 

新政成

神社 

公民館

分館 
弥富市 蟹江町 飛島村   

愛知県地域 

公共交通計画 

最寄りの主要な鉄道駅である近鉄「蟹

江駅」と飛島村を結ぶ路線であり、飛

島村をはじめ、沿線の弥富市・蟹江町

の住民の通勤・通学者が近鉄への乗り

換え利用が多い。 

飛島村方面行き路線では飛島村外から

の通勤利用が多い。 

地域住民の日常生活に必要不可欠な路

線であり、今後も安定継続的に維持確

保する必要がある。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 補助対象外 

57 飛島村 
三重交

通㈱ 

飛島公

共交通

バス 

（蟹江

線②） 

近鉄蟹

江駅前 

飛島村

役場 

新政成

神社 
弥富市 蟹江町 飛島村   

愛知県地域 

公共交通計画 

最寄りの主要な鉄道駅である近鉄「蟹

江駅」と飛島村を結ぶ路線であり、飛

島村をはじめ、沿線の弥富市・蟹江町

の住民の通勤・通学者が近鉄への乗り

換え利用が多い。 

飛島村方面行き路線では飛島村外から

の通勤利用が多い。 

地域住民の日常生活に必要不可欠な路

線であり、今後も安定継続的に維持確

保する必要がある。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 補助対象外 

58 
みよし

市 

愛知つ

ばめ 

交通㈱ 

さんさ

んバス 

（拠点

連携

線） 

豊田厚

生病院 

イオン

三好ア

イモー

ル 

みよし

市民病

院 

豊田市 
みよし

市 
    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

59 
みよし

市 

愛知つ

ばめ 

交通㈱ 

さんさ

んバス 

（三好

黒笹

線） 

黒笹駅 
豊田厚

生病院 

イオン

三好ア

イモー

ル 

豊田市 
みよし

市 
    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 



 

 

 

                                                                      

番

号 

運行 

主体 

運行事

業者名 
系統名 

運行系統 

関係市町村 

【国庫補助】地域公共交通確保維持改善事業に係る必要事項 
【県費補助】 

バス運行対 

策費補助金 起点 経由 終点 

系統を位置付

ける地域公共

交通計画 

地域の公共交通における 

位置付け・役割 

地域公共交通確保 

維持事業の必要性 

車両減価償

却費補助の

活用 

60 豊田市 

高岡ふ

れあい 

バス運

行共同 

企業体 

高岡ふ

れあい

バス 

（路線

②） 

上丘町 
高岡公

園 
知立駅 豊田市 知立市     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

61 安城市 
東伸運

輸㈱ 

あんく

るバス 

（東部

線） 

北部福

祉セン

ター 

ＪＲ安

城駅 

北部福

祉セン

ター 

岡崎市 安城市     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

62 
南知多

町 

レスク

ル㈱ 

海っ子

バス 

（南知

多・美

浜環状

線） 

師崎港 河和駅 師崎港 
南知多

町 
美浜町     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

63 東郷町 

瀬戸自

動車運

送㈱ 

じゅん

かい君 

（北コ

ース） 

ららぽ

ーと 

愛知東

郷 

日進駅 

ららぽ

ーと 

愛知東

郷 

日進市 東郷町     

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

64 
名鉄バ

ス㈱ 

東濃鉄

道㈱ 
岩倉 岩倉駅 

藤島団

地 

名鉄間

内駅 
小牧市 岩倉市     

愛知県地域 

公共交通計画 

岩倉駅と間内駅を結ぶ路線であり、沿

線住民の鉄道駅への足として利用され

ており、地域住民の鉄道駅への連絡線

として必要不可欠である。 

市町村間交通を構成

する系統として、地

域公共交通確保維持

事業により維持する

必要性がある。 

無 
補助対象 

系統 

65 東浦町 
知多乗

合㈱ 

東浦町 

行政バス

「う・

ら・ら」

藤江線 

緒川駅

東口 
東浦駅 

巽ケ丘

駅 
知多市 

阿久比

町 
  

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

66 東浦町 
知多乗

合㈱ 

東浦町 

行政バス

「う・

ら・ら」

新田線 

緒川駅

東口 

相生の

丘 

巽ケ丘

駅 
大府市 知多市 

阿久比

町 
 

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

67 東浦町 
知多乗

合㈱ 

東浦町 

行政バス

「う・

ら・ら」

長寿線 

緒川駅

東口 

あいち

健康プ

ラザ 

長寿医

療研究

センタ

ー 

大府市    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 

68 東浦町 
知多乗

合㈱ 

東浦町 

行政バス

「う・

ら・ら」

刈谷線 

緒川駅

東口 

刈谷豊

田総合

病院 

刈谷駅

南口 
刈谷市    

運行主体が策

定する地域公

共交通計画 

運行主体が策定する地域公共交通計画

において記載 

運行主体が策定する

地域公共交通計画に

おいて記載 

運行主体が

策定する地

域公共交通

計画におい

て記載 

補助対象外 



 

 

 
 


